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本日の会議に付した事件 

 

 

                       平成２３年第４回山元町議会定例会（第３日目） 

                       平成２３年１２月１６日（金）午前１０時 

 

日程第 １ 会議録署名議員の指名 

日程第 ２ 一般質問 

                                        

午前１０時００分 開 議 

議 長（阿部 均君）ただいまから、平成２３第４回山元町議会定例会第３日目の会議を開きます。 

      これから本日の会議を開きます。 

      本日の議事日程は、お手元に配布のとおりです。 

           〔議事日程は別添のとおり〕 

                                        

議 長（阿部 均君）日程第１．会議録署名議員の指名を行います。 

      会議録署名議員は、山元町議会会議規則第１１７条の規定によって、７番齋藤慶治君、

８番佐藤智之君を指名します。 

                                        

議 長（阿部 均君）日程第２．一般質問を行います。 

      一般質問の発言時間は、山元町議会先例９５番により質問時間は４０分以内とし、同

先例９５番により通告順に発言を許します。なお、質問・答弁は、簡明にされますよう

お願いいたします。 

                                        

議 長（阿部 均君）４番菊地八朗君の質問を許します。菊地八朗君、登壇願います。 

 ４番（菊地八朗君）はい、議長。おはようございます。私は、今定例議会において、先般行われ

ました議員改選選挙において町民と約束をした、まずＪＲ早期開通、そして復旧・復興

に一生懸命邁進しますと町民と約束をしました。その観点から、まず第１点目、復興デ

ザイン計画に示されております居住地ゾーンから新山下駅の開通をいつごろと考えてい

るのか。 

      ２点目、ＪＲ路線の構造は、高盛り土、また高架路線のどちらを考えているのか。 

      ３点目として、浜通りの既存集落と中心市街地との連携確保し、利便性の向上を図る

とあるが、具体的に伺います。 

      また４番目としまして、移転居住地の面積と価格に対する山元町の町としての支援策

について伺います。 

      ２番、産業用地ゾーンについて。 

      現在のＪＲ線と国道６号線との間の中央平野部に、イチゴ畑を含め農園を集約すると

あるが、特にイチゴ生産については、水、それから栽培方式をどのように指導していく

のか。 

      ２番としまして、避難路となる通路の整備、インフラ整備、それと職住分離を促すと
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あるが、どういうことか伺います。 

      また、３番、仮設住宅環境においてですが、仮設住宅の独居老人に対する町の対応と

して、昼食提供する考えはないか。 

      ４番、上下水道料金についてですが、前の臨時会で料金改定は行わないと答弁されて

いるが、本当に今後の復旧に対して、復興に対して料金改定はなされないのか。 

      その４点について伺いますが、まず、ここで町長に提言しておきたいのですが、山元

町は危険区域指定条例を最初に制定して、住民、町民に、危険区域以外に居住すること

をできるだけ住民に訴えるために、最初にその条件を町長の手法ととらえて、そして、

住民には早く出て、ここには住めないよと促すために、そして、その前提のもとにＪＲ

を中央平野部と。この辺に、高台に移転すると。その考え。例えばきょうの新聞報道に

もありましたけれども、岩沼市は、町長の考えは、むしろ住民の総意を得てから危険区

域指定をすると報道にもなっていますけれども、その辺の考えも踏まえながら町長の答

弁を伺います。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。おはようございます。 

      菊地八朗議員の復興計画グランドデザインについてのご質問にお答えします。 

      初めに、居住地ゾーンについての１点目、新山下駅の開通時期についてですが、ＪＲ

常磐線の復旧に当たっては、安全・安心な運行とまちづくりに合わせた新路線の整備を

ＪＲ側と協議してきているところでありますが、その整備期間については、用地の取得

後３年程度で整備できるとＪＲ側から伺っております。 

      このような見通しを受け、町では、１１月に行いました山元町震災復興計画に関する

住民説明会において、平成２４年度から２５年度にかけて用地買収、そして平成２５年

度から２７年度までを工事期間とする目標スケジュールをお示ししてきたところでござ

います。 

      今後、ＪＲ常磐線の早期復旧はもとより、新山下駅までの早期開通の可能性を含め、

東北運輸局が事務局となっているＪＲ常磐線復興調整会議や亘理町、山元町、新地町、

相馬市の沿線４市町で構成する常磐線北部整備促進期成同盟会による要望活動を通じ、

引き続きＪＲ側と協議調整を進めてまいります。 

      次に、２点目のＪＲの路線の構造についてですが、路線構造は安全性を重視し、用地

買収等を含めたトータルコストや地形等を踏まえ、ＪＲと協議検討しているところでご

ざいます。基本的には、田畑など平野部については盛り土、駅周辺の市街地部について

は高架、山は切り土と、地形に対応した構造となると考えておりますが、その具体的な

構造については、今後ＪＲ側において現地調査などを行い、技術的な問題等を検証しな

がら詳細の検討を行ってまいります。 

      次に、３点目の既存集落と中心市街地との連携についてですが、まず、中心市街地の

位置を決めるに当たり、これまで形成されてきた集落のコミュニティに配慮した位置と

しました。つまり、旧国道沿いに古くから形成されていた山下、坂元の各集落やＪＲの

駅を中心として、比較的新しく形成された花釜地区などの集落など、既存の集落の位置

とバランスなどを考慮し、かつ安全性の確保を図り、それぞれの集落が再生可能となる

ような中心市街地の位置を選定してまいりました。 

      この中心市街地は、ＪＲの新駅を核として整備を進め、商業施設の誘致、保育所の整
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備、行政機能の集約化などを図ってまいりますが、これらの生活利便機能をできるだけ

多くの町民が使いやすいものとするためには、中心市街地とのアクセスを確保すること

が必要と考えております。 

      具体的には、新駅を中心とした道路網を整備するとともに、車社会に十分に対応した

駅前広場、駐車場などの整備により、駅利用の利便性を確保します。また、町民バス「ぐ

るりん号」の運行についても、新駅を中心に町内の利便施設や既存の集落を結ぶような

ルートを設定することにより、連携の強化を図ってまいります。 

      次に、４点目の移転居住地の面積と価格に対すく支援策についてですが、移転先の宅

地の面積は、防災集団移転事業では３３０平米、約１００坪までが補助対象となってお

ります。しかしながら、被災者からは、移転先の土地の面積について大小さまざまなニ

ーズがあるところでございます。このようなニーズをきめ細やかに把握するため、来月

から被災世帯への面談による意向調査を実施し、移転先の各地の区画割に反映させたい

と考えております。なお、１００坪を超える面積の区画につきましては、国庫補助の対

象とならないため、本人の負担がふえることになりますが、ご希望には柔軟に対応した

いと考えております。 

      価格に対する支援策についてですが、移転元の土地の買い取り価格については、復興

計画に基づいてさまざまな施設が整備された後の土地の価値をもとに算定するのが適切

であると報道もなされておりますが、国に対しては、なお買い取り価格の基準を早く示

すよう求めてまいります。 

      また、新しい住宅地を被災者の皆様に購入、賃貸していただく価格についても、これ

まで山元町に長く住んでいただいた町民の方々が、引き続き山元町に住んでいただける

ように、町独自の支援策なども早急に検討していきたいと考えております。 

      次に、２点目、産業用地ゾーンのうち、イチゴの栽培方式についてですが、イチゴ農

家の営農再開に関しましては、これまでＪＲみやぎ亘理や山下園芸振興会、坂元いちご

部会との協議を重ねてきたところであり、導入を希望する施設の形態や栽培方式など農

家の意向を確認してまいりました。 

      栽培方式については、高設ベンチ栽培と土耕の二つの方式になりますが、一般に水耕

栽培と呼ばれる高設ベンチを使用する養液栽培に関しては労働力の低減が図られる一方、

設備投資に係る経費が非常に高額であり、かつ量、食味へのこだわり等により、約半数

の農家が土耕での栽培を希望しております。このことから、高設ベンチによる養液栽培

については、農家の意思を最大限に尊重する必要がありますが、ＪＡや亘理農業普及改

良センターなどと連携し、栽培技術に関する提案を得ながら推進してまいりたいと考え

ております。 

      また、名取市、岩沼市、亘理町、山元町の２市２町では、国の事業採択を受け、新た

な食糧供給基地とすべく研究機関と連携し、先端技術を駆使した実証研究事業を展開す

る予定であり、山元町においてはイチゴを対象とした技術研究に取り組むことで進めて

おりますが、これらの研究成果をも踏まえ、技術革新や品種改良に努めてまいります。 

      次に、職住分離についてですが、復興計画では、安全な居住の観点から、居住地をよ

り安全な丘陵地へ移転することとしておりますが、産業用地ゾーンや防災緑地ゾーン内

の農地などについては、そのまま活用することを原則としております。 

      また、災害危険区域の設定により、沿岸部では原則として住宅の建築を禁止している
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ことから、引き続きこの地で農業を営もうとする場合、通勤型の農業となるよう誘導す

ることとなります。 

      避難路の整備は、こうした職住分離の誘導と一体のものであり、沿岸部の農地におい

て農業者が安心して就労できるよう、緊急時にスムーズな避難が行えるよう一定の幅員

を確保するほか、避難誘導の標識を設置するなどの整備も予定しております。さらに、

農地の隣接地に農機具格納庫や作業準備休憩室の整備も検討しております。 

      一方で、イチゴの復興については、農免道路を新たなストロベリーラインとしてイチ

ゴ畑の集約化を図ることとしておりますが、イチゴ栽培にはきめ細やかな管理が必要な

ことから、これまでどおり畑に近いところへの居住のご要望があることも認識しており

ます。こうしたご要望につきましても、安全性を優先しつつ、今後の営農に支障が生じ

ないよう、各被災農家の事情を考慮しながら柔軟に対応したいと考えています。 

      次に、３点目、仮設住宅環境に関する独居老人への昼食提供についてですが、ひとり

暮らしの高齢者にとって食事は日常生活の楽しみの一つと思われましたので、１０月１

日に開設した地域サポートセンターにおけるサービスの一つとして、仮設住宅入居への

配食サービスを実施しているところでございます。 

      配食方法としましては、閉じこもり予防も兼ねて、週２回各仮設住宅の集会所にお集

まりいただき、食生活等の相談をしながら会食していただいており、昼食の材料費とし

て１食３００円をご負担いただいております。 

      また、利用者から、避難所生活等が長く、調理に取り組む意欲がないとのお話も伺っ

ておりましたので、日ごろの調理にお役立ていただけるよう、介護予防の観点からも昼

食で食べたものが自分でも調理できるよう、レシピも同時に配布するように配慮してお

ります。今後も、仮設入居者の方々が震災前の生活状態に尐しでも近づけるように、創

意工夫を図りながら事業を展開してまいります。 

      次に、４点目の上下水道料金についてですが、今回の震災による水道施設の被害額は、

水道管や水管橋など約２億８，０００万円、下水道施設については、管路や処理場、ポ

ンプ施設など４５億８，０００万円の被害が発生しております。 

      これらの施設の復旧については、国庫補助金や一般会計繰出金の大幅な充実強化が図

られることとなったことから、震災に伴う復旧事業負担の増加や収入の減尐によって、

公営企業の当面の財政運営への支障は生じないものと見込んでおります。しかしながら、

上下水道の料金収入については、震災による人口減尐と比例し減収となるため、今後の

料金設定に影響することが危惧されますことから、料金収入の減収対策として、国の財

政措置に基づく震災減収対策企業債を発行し、財源に充て、対応していくこととしてお

ります。 

      また、支出抑制策として、水道事業においては、仙南・仙塩広域水道に支払う受水費

について、人口減尐に伴う契約水量の変更を県と再度協議し見直しを図るとともに、こ

れまで取り組んできた包括的民間委託の再検討を進めてまいります。 

      さらに、下水道事業についても水道事業と同様に、施設の運転方法の詳細等を民間業

者の自由裁量に任せる包括的民間委託について、施設の復旧に合わせた導入の検討を進

めることとしておりますので、当面は料金改定を実施する必要はないものと考えており

ます。 

      なお、現時点では、震災減収対策企業債の詳細が国から示されていないため、減収対



- 5 - 

策企業債の起債可能年数などの情報収集に努めるとともに、今後の人口推移などの社会

情勢を見据えながら、公営企業の健全な財政運営に努めてまいります。以上でございま

す。 

 ４番（菊地八朗君）はい。まず、１問目の居住地ゾーンについてですが、ＪＲの開通が一応２７

年ということになっていますが、回答によると。まず、そこのＪＲの路線についてです

が、本当に亘理町、近隣市町の新地町、この２市２町で協議会は開いていると答弁あり

ますけれども、本当に町長同士が近隣市町と話し合っているのか。亘理町は、浜吉田ま

で３年の開通を望んでいるし、新地町は新地庁舎のすぐ下というか、その近くを望んで

いて、その路線を考えたときに、全体で……、ですから、最初言ったときに、町長ね、

危険区域、指定区域にエリアをしたことで、町民がみんな上に上げろよと。これをこじ

つけるためにやったのが先行であって、だって、亘理町が既存の……、すぐ山元町と変

わらないのです。そこを早急に開通したい。山下駅、山元町もそれに準じて、隣、近隣

市町と一緒にやらなくてない。だから、まず本当にこの路線に関して、町長、両町、近

隣市町と本当に協議会等に町長みずから出席して話し合っていますか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。ＪＲのルート変更に伴う私のこれまでの対応というふうなことでござ

いますが、先ほどご紹介いたしました東北運輸局が事務局となっているという連絡調整

会議、これは、関係市町の担当課長なり県なり国のそれぞれの担当課長レベルの場面と

いうことでございます。そして、首長クラスについては、これも常磐線の北部整備促進

期成同盟会で構成している首長ですね、こういう顔ぶれで、ＪＲとご一緒しながら、こ

れまでもいろいろ協議を重ねてきたところでございます。当然、各市町の方のまちづく

り計画、これとのそれぞれ整合性を図りながら、一堂に会した中での意見交換をしてき

ているというふうな状況でございます。 

      客観的にご理解いただきたいことは、山元町は亘理町から比べれば海岸線に残念なが

ら近いルートに今の常磐線があると。福島県境に行けば行くほど、海岸線からの距離が

短いといった状況がございます。ただ、ご指摘のように、その隣の町の新しい駅はどこ

なんだというふうなことがあるわけでございますけれども、しかし、それぞれのまちづ

くりの中での考え方、先ほど岩沼市のお話もございましたけれども、住民の方の意向、

そしてまた、まち全体のまちづくりを考えた場合の、私のリーダーとしての町全体を考

えた場合の立場ですね、これをどういうふうに持っていったらいいのかというのが今問

われているんだというふうに思うところでございます。 

 ４番（菊地八朗君）はい。町長の答弁で肝心なのは、町長はリーダーとして、まず町民の安心・

安全を守るためにこうすると。しかし、状況を聞いたときに、まず、町長みずからも今

言いましたけれども、各近隣市町の考え方があるということなんですが、亘理町さんは、

隣のね、あそこの駅を早くする。新地町さんも、海岸から来たら山元町より近いですよ

ね。距離的に。そういう観点に置いたときに、だから私は町長に言ったの。まず、危険

区域でここに住めなくて、ぎりぎり上に上げると。工期を考えるよりも、まずは上に上

げたいという、その路線に沿ってずっと頑張って、そうやって安全・安心というけれど

も、後にも触れるんですけれども、今の既存駅の下にある住宅は危険区域２種になって、

既存の下、そういう今までいた住民の利権も考えたかと。 

      そして、あそこの商店街は、今度の新駅近辺に設けると町長答えてありますけれども、

今既存のいる町民、その人たちをみんな……、ほかの議員も同様に言っている。山元町
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の町民があっての町だよと。一日も早く復興させ、ＪＲを求めるには通勤・通学、医療、

その復旧で、今町長は２７年というのをきのうから答弁していますけれども、まずそこ

で、既存ＪＲの下、残った集落を危険区域２種、その人たちの対応はどのように考えて

おられますか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今回の災害危険区域の設定については、前々からお話ししていますと

おり、多重防御による減災をベースにしたまちづくりということでございます。そうい

うふうな意味で、多重防御を前提にした中で、今回の大きな津波が来た場合どうなるの

かというふうなシミュレーションですね。そういうふうなことでの浸水域を勘案しなが

ら、尐なくとも避難する時間、あるいは人命を損なうことのないような、そういうエリ

ア設定をした場合どうなるのかというふうなことで地域分けをしたのが、１種から３種

までのエリアどり、エリア設定というふうなことでございます。 

      そういう中で、２種区域については、１種区域に比べれば、一定の防災措置が施され

れば、そこにお住まいいただける選択肢もあっていいのかなと。一方では、今回の被災

を踏まえて、この際移転をしたいという方もおりますので、そういう方々の意向も踏ま

えた場合は、白か黒かではなくて、まさにそこの世帯の意向を柔軟に取り入れられるよ

うな、そういう工夫もさせていただいたところでございます。 

      ご案内のように、県道の内側に、特に山下駅周辺の２種区域については、高瀬川が走

っているというふうなこともございまして、いろいろ検討した中でああいう１種、２種

との境、区域というふうになったところでございます。 

 ４番（菊地八朗君）はい。いや、町長あのね、私も本当に、危険区域１種に家残っているんだけ

れども、本当に今回の津波はしょっぱかったと。そこから来たと。家が残ったって、１

種、２種も、何でこういうことをされて困ったかというと、１種だって、国はもっと今、

約８か月過ぎたけれども、残った家はくぎから何からさびて、解体しなくてないなら状

況なのっしゃ。実は、みんな。大変なの。そのとき、この危険区域１種、２種というと

き、ＪＲ、特に２種の区域だって、水が下までかかって、その家は多分解体しないとだ

めなの。そうすると、全部２種区域だから１．５メートル上げなさいと。そこに住みた

いとしても。こういうふうになってしまうでしょう。 

      だから、１種危険区域をできるだけ下げて２種区域。１種区域はいいと。もう住むな

というんだから。２種区域を大きくしてもらわなかったら、本当に復興もＪＲの駅もい

なくなるよと。町民もいなくなるよというのを言っておいて、この観点から町長はこう

答えるなと思ったので、新駅の路線構造、私はずっと言ってきたんですけれども、町長

この答弁、田畑などの平野部は盛り土だと。駅周辺の市街地区域、中央平野部、市街地

区域というから田んぼの……、市街地部については高架という答弁をされていますけれ

ども、この新路線で私はずっと言ってきたの。盛り土でやるということは、あの地盤は

どんな手法を使うかわからないけれども、高速だって砂を盛ってウエートを置いて、ま

ず何メートルの高さのＪＲ路線にするかを想定している。本当に悪いですよ、地盤は。

そのときに盛り土でいいのかと。ですから、構造について質問したんですけれども、そ

のときに２７年開通がいけるか、再度町長の考えを伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。地盤の影響ということだと思うのですが、いろいろ山元町の地質的な

問題あるのも承知しておりますが、一方で、東京湾の真ん中にああいう高速道路が走っ

ているというふうな現実もぜひ見ていただいて、今の技術を駆使すれば多尐の問題は解
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決できるというようなことで、どうぞご理解をいただけないかなというふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。町長あのね、高速道路で、高速道路は今回の津波をある一部は緩衝し

たけれども、本当に隣は見えなくなったし、横山から見てみさいん。吉田駅見えなくな

ったんだから。環境と景観の破壊というので、ＪＲあの新路線さ、４メートルの高さの

ＪＲ、２メートルでもいいよ、あそこにしたら隣の３分の１の地形も何も見えなくする。

了解くださいと言うけれども、景観を殺すし、そしてど真ん中に、むしろ下を望めて、

海まで見えて、ああと思っている。でもね、あれなんて考えるより、やっぱり環境が、

あるものは見えた方がいいと思うから、おれはもともとね。そんなに高いのと。この構

造は、危険区域のところは高架できて、できるだけ地盤の悪いところも高架できて、こ

っちは高い安いなんていう問題でないの。早く、町民が望んでいるのは一日も早いＪＲ

の開通だよ。再度町長の考えを。高さじゃない。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。いろいろ景観も含めたＪＲの構造、特に高さということ。それから方

式といいますか、盛り土がいいのか高架がいいのかと。この辺は、今のようなご指摘も

踏まえて、先ほどお答えしましたような、ＪＲ側にも現地調査をつぶさにやっていただ

く中で、景観あるいは技術的な問題等も検証していただきながら、詳細の検討をしてい

ただけるように取り組んでまいりたいなというふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。ですから、今のことも十分踏まえて、協議会で一日も早い開通、そし

て景観も配慮に入れながら、ぜひ一日も早い取り組みに取り組んでほしいと思いまして、

取り組んでいくという姿勢を約束してもらって、次に入ります。 

      ３点目の既存集落と市街地との連携ということで、町集落のコミュニケーションを守

り配慮した位置として、６号線に形成された、そして、山下、坂元集落の、そして新し

く、既存、比較的新しいというか山下駅周辺に、その「コミュニティを守りながらバラ

ンスを考慮し」というんだけれども、そこに被災した地域の財産、そして培った、今こ

としの、来年は絆という、この絆、そして地域、集落、特に被災した集落、被災地は、

どちらかというと新しいところへ、被災地、浜通りの方ね、本当に今仮設住宅に住んで

おりますけれども、あの辺の本当の今度の市街地、駅周辺とか新しい市街地区域、これ

に対したコミュニティ、そういう場合は、その地域に対して、ここに行きたいな、ここ

に住みたいな、あっちに行きたいなと。各集落、行政区のいろいろの問題あると思うの

ですが、例えば新駅の区画は、ほかの同僚議員も聞いていますけれども、例えば新山下

駅の近辺の集落規模というのですか、その規模をみんな考えて、今までの町長の答弁だ

と４００戸から、まず５００戸という答弁をいただいているんですが、それでよろしい

のでしょうかね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。新駅を中心とした市街地形成の規模、戸数というふうなことでござい

ますけれども、基本的には中心市街地にふさわしい規模、内容ということでございます

が、そういう大きな方向性、目標を持ちつつも、集団移転で移転される方々の意向を最

大限に尊重をするというふうなことで、これまでも意向調査を重ねてきたと。そしてま

た、来月からは各世帯ごとの面談調査によって、それをさらに精査をしながら取り組ん

でいきたいというふうなことでございます。 

      もちろんそういう方々を中心にしつつ、新しい人口も、新しい世帯もいずれお入りい

ただけるような、そういう環境整備もあわせてしなくてないということでございますの

で、意向調査を基本にプラスアルファの部分が出てきますので、その辺を勘案しながら
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最終的な中心市街地、駅前を中心としたエリアが何ヘクタール、何戸になっていくのか

というふうな形になるのかなというふうに思っております。 

      といいますのは、前にも説明しておりとおり、国の集団移転事業でもって土地を取得、

造成するというふうな、その辺の関係もございますので、制度の十分な活用というふう

なことを念頭に、例えば無駄のないような形での新しい市街地を形成していかなくてな

いんだろうというふうに思っております。 

 ４番（菊地八朗君）はい。例えば、やはり集団移転の――で１００坪となっていますけれども、

例えば花釜でいうと、被災者の３分の２の人は大体サラリーマンが、駅前近辺、大体１

００坪でもいいんですよ。多分その集団移転に対応すると思うのです。ただ、３分の１

の人口、これが被災した浜通りであって、農家であって、そういうこと。その人口が、

町長の答弁では１００坪。１００坪を超える面積の人には、区画についても本人の負担

は入るが希望者には柔軟に対応するということで回答ありますが、この柔軟な回答とい

うことは、ただ土地だけ買えよ。ただし、この値段だけれども、多いからそのままのそ

うではないよと。尐し町としても、こういう多い人にはそういうような何らかの支援を

考えるということで受け取ってよろしいですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的に、集団移転での新たな面積要件といいますか、新たに取得し

ていただく面積要件というのがありますので、それは一定の本人負担というのがプラス

アルファになりますけれども、先ほどこの場面で最後にお答えしたように、町内での定

住を促進しなくてないという側面がございますので、全体として町独自の支援策をどう

いうような形でできるのか、それは今後詳細を詰めていきたいというふうに思いますの

で、先ほど言われたような個々の１００坪以上に対して幾らというふうなことになるの

か、もっと別な形になるのか、その辺の具体の支援の内容については、もう尐し検討の

時間をおかしいただきたというふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。ぜひ、そうですね、きょうの新聞にもありました。岩沼の蒲崎の住民

の声も、やはり被災した土地が、早く移るにしても買い取り価格、そして移転先の単価

もどのような価格になっていけるかいけないか心配だよと。山元町に対しても、おんな

じ状況なんですよ。町長ね。ですから、いかにも早く安心して、この移転先にも行ける

状況をつくり、環境づくりにもっともっと親身になって、町民本位で被災住民の支援を

していく。町長も家なくなったんだけれども、まず本当に、この真っ平らな笠野、新浜、

中浜、そして磯、本当になくなったし、そして今までやってきたことができる。サラリ

ーマンは勤めにいけるけれども、やってきた農家の人ら、農家しかおれはすることない

と思うのよ。農家をするためには、復旧に向けた支援をぜひ考えてほしいということを

要望しまして、次の質問に入ります。 

      産業用地ゾーンの関係で、イチゴ栽培方式は、答弁によりますけれども、答弁書にあ

るように、イチゴ栽培にストロベリーライン、きのうも出ましたけれども、同僚議員か

ら質問出ていますけれども、イチゴ栽培について土耕とベンチのがあると。で、経費も、

ベンチは経費も大変だよと。まず、ここで１点、ベンチ栽培についてですが、イチゴ栽

培、栽培農家に対する水の支援策はどのように考えておられるか。 

産業振興課長（渡辺庄寿君）はい、お答えいたします。水の関係でございますけれども、今この手

当につきましては、新ストスベリーラインに対しまして、４か所ほどの団地化というの

を関係機関、そしてイチゴ生産者等にお話をしております。その中で、農政局の方に農
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村計画部資源課の方と話を進めまして、今しているんですけれども、その中で２４年１

月までに、合計９８か所で町の地下水の関係の調査をやっていくと。 

     それで、詳細に申し上げますと、団地化を計画しているところもその調査エリアに入っ

ておりますので、そちらの方での水の対応と。いかんせん、あと高設の場合、これは地

下水だと若干難しいのもあるのかなと。それにつきましては、水道水なりそのものの活

用、その辺の指導をしていくようになるのかなと。以上でございます。 

 ４番（菊地八朗君）本当に、産建に長くいたかして、本当に地下水に対してはベンチはこうだと。

やはり水は水道水を今までやめて、やめてというか、おおっぴらで水道水を農業用水に

使っていたということはなかなか言えないんだけれども、対応せざるを得ないから使っ

ていた。で、１２、１３団地の方々が、まず水道水を使っていたでしょう。そのときの

負担金額は何ぼになっていたの。再度。 

産業振興課長（渡辺庄寿君）はい。今までの高設の集団のところ２か所ありますけれども、これに

つきまして水道水を使っていたのは私の方も確認しております。大変申しわけないんで

すけれども、その負担率、負担金については直接農家等からの聞き取りをしておりませ

んので、現在、私の手持ちとしては、数字はわかりません。 

 ４番（菊地八朗君）はい。それでは、ざっと３００メートルのハウスで８６万ぐらいかかるよう

になっているんだ。そういうのは農家の人から聞いていますけれども。ざっとだよ、約

ね。正確にはその人にもよるけれども。だけれども、高設ベンチというのは、それくら

い水道でないとだめだし、逆に言ったらもっともっときれいな水を……。このことを、

昔のようにここをストスベリーラインにするんなら、イチゴ団地化をするならば、改良

途中で花釜、被災した浜通り、東部野菜団地、そういうような観点でした。それくらい

の意気込みを持って、町の特産物はイチゴですから、そうしたらそれくらいの井戸の、

井戸水を使っていない山元町の人口減尐にまで井戸水を利用して、それぐらいの支援策

をもってぼっとやってくれろよと。町として。そうすると、イチゴって水耕はおいしく

ないのね。山元町のイチゴというのは、土耕があって食味があっておいしいということ

で亘理、山元町のイチゴなの。だから、土耕栽培が主流でないと、イチゴ経営者、イチ

ゴ栽培農家は大変でないかなと思うんですけれども、担当課長その辺は土耕と高設との

違い、負担はこう町長答弁しているけれども、土耕に対して。 

産業振興課長（渡辺庄寿君）はい、お答え申し上げます。水耕と土耕ということなんですけれども、

町長が答弁したように、きのうもお話しいたしましたけれども、どうしても土耕にこだ

わっている生産者がいると。これにつきましては、アンケートをとった中で大体半々で

あるということでございます。ただ、震災後、農協または関係機関、普及所等とお話を

しまして、議員さんもご存じのとおり、６号線から下、特に農免道路周辺に関しまして

は捜索活動を基本としたものですから、瓦れきが３０センチぐらい、予定している団地

の中で攪拌されている尊いうところで、なかなか土耕というのは早急には難しいのかな

と。若干食味等にこだわりもありますけれども、この間も農協で園芸振興会との集まり

をしましたけれども、高設の方での作付をお願いすると、推進していくと。ただ、これ

につきましては、高設でもヤシ殻を使ったベンチ栽培、あとはもみ殻等を中心に使った

「ルンルン」というものがありまして、やし殻よりもルンルンの方は幾らか単価的には

安価になるということで、農協の方でもそういう技術面を持っておりますので、そちら

の方で何とか早急にイチゴ作付の方に誘導するというか、お願いするということで今進
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めているところでございます。 

      なお、大型ハウスの中で土耕と高設をやった場合の差ですね、高設の施設が１，００

０万から１，２００万ぐらいは高くなるのかなと。現にそういう単価になっております。 

     以上でございます。 

 ４番（菊地八朗君）はい。町長、今担当課長も言ったように、高設にいくと１，０００万から１，    

２００万コストがアップするんだから、それを進めようと。今、ＪＡもみんなで、やる

人は高設やれと。コストは高いわ、収穫量は尐ないわ、それではだめだから、やはり土

耕栽培をやれと。土耕栽培に取り組みたいという人の思いも痛切に、やはりそのために

はどういうふうにしてやったらいいか。 

      砂の問題あるんだけれども、この砂は一生懸命考えれば、今、次の関連、職住分離と

つながるんですけれども、被災した農地から砂を運んで、むしろもう塩分とかその処理

ね、はかってみたら大丈夫だと。大丈夫だか何だかまだ結果は、栽培になっていないか

らあれだけれども、被災した畑というか砂ね、花釜通り、そこからストロベリーライン、

そこに砂地を運んで土耕しようとしている人ももう既におりますからね。だから、その

ためには、やはり瓦れきで――は、そっちの後援するような、どうせ緑地帯になるんだ

から、そこのところの砂をこっちに入れて運ぶとか、その支援もしますよと。 

議 長（阿部 均君）質問は簡明にお願いします。 

 ４番（菊地八朗君）はい。だから、そういう施策もあるんだということをもう一度、その辺に取

り組むという姿勢はありますか。援助するとか支援。運搬費とか。再度聞きます。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。栽培のスタイルはさっき課長が言ったんですけれども、これからの持

続的な、町の最大ブランドを持続的にやっていくという中で、生産性なり効率性なりと

いうふうなことも大事にしなくてないのかなと。ブランド化、「仙台いちご」としてのブ

ランド化という点では、方式による食味の違いというのは若干問題なしとはしないので

すが、農家の方々の意向も確認してみますと、半数以上が新しいといいますか、より生

産性の高い効率的な方式を希望されているということでございますので、そういう声を

大事にしていかなくてないのかなと。 

      いい意味で、そういうベンチ方式、そしてまた食味にこだわっての土耕栽培と、二つ

の方式があってもいいのかなというふうな気がいたします。いずれにしても、必要な政

策についてはきのうも佐山議員さんにお答えしたとおりでございまして、町の最大ブラ

ンドの育成を図るというふうな観点で、この支援策をお隣亘理町さんとの整合性もとり

ながら対応してまいりたいということでご理解をいただきたいというふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。そこで、町長も、答弁書にあるように、できるだけ畑に近いところへ

の居住ということの希望があることを認識して答弁されておりますように、各種農家の

事情を踏まえ、考慮しながら柔軟に対応することなので、このストロベリーラインの近

くも、すぐ近くというか、今は田んぼなんですけれども、その辺も住宅地と考えるよう

な取り組みもお願いして、そして、排水の整備がどこにもうたわれていないのです。国・

県に、町長は排水の整備も早急に、国・県でなく、やはり町としても排水の事業に、ま

ず排水設備の復旧、これから、先ほど、前ですか、いろいろ米の作付面積もふえるとい

ろいろありますけれども、排水出口が、排水路が整備されないと何もできませんので、

再度排水の整備も一生懸命取り組むと。一日も早い排水の、町長ちょっと答弁をお願い

します。 
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町 長（齋藤俊夫君）はい。排水対策については、まず当面の復旧というふうなそういう形で取り

組むわけでございますが、復興計画にも盛り込んでおりますとおり、これまでのまちづ

くりの中で一つ課題になっておったのは排水対策でございますので、これはいずれ町全

体の排水対策のための基本的な調査ですね、これを行うことによって、それを見据えた

抜本的な排水対策を講じてまいりたいというふうに考えておりますので、まず、当面と

将来と見据えた排水対策を講じていくというふうなことでご理解をいただければという

ふうに思います。 

                                            

議 長（阿部 均君）この際、暫時休憩します。再開は１１時といたします。 

午前１０時５５分 休 憩 

                                            

午前１１時００分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）４番菊地八朗君。 

 ４番（菊地八朗君）はい、議長。 

      続いて、仮設住宅の環境についてですが、週２回の配食サービスという点であります

が、この配食サービス、私が調査したナガワ住宅、そして私のいる箱根仮設住宅に対し

て、まず利用者ゼロ、この点に関して町長どう感じますかね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。サポートセンター通じての配食サービス、確かに八つの団地のうち３

か所でのご利用がないという、１０月の時点でですね、ないという状況がございますが、

町としてはいろいろＰＲに努めてきたところでございますが、実態としてそういうふう

な状況になっているということでございますが、これをどういうふうに評価すべきなの

か、例えばひとり暮らしの方のお入りになっている人数との関係とか、あるいは年齢的

な問題とかいろいろあろうというふうに思いますので、なかなか一概に端的に評価でき

ない部分があるんでないのかなというふうに思っております。 

 ４番（菊地八朗君）はい。これが、例えば１食３００円だから利用しないというのではなく、多

分この状況は、わざわざ配食に来て、健康を守るために一生懸命いろいろやってくれて

いるというんだけれども、そこに溶け込めない。むしろ同じ仮設団地の中でサービスし

て、隣の人とかそういう人を通して食事をしながら、コミュニケーションというかそう

いうものを図れる状況をつくることだと思うのですが、まず町長、その点に関してどう

でしょうかね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。仮設住宅にお入りいただいた方々のまず顔ぶれを考えますと、町とし

ては基本的にこれまでもお話しさせていただいたとおり、基本的には各行政区単位を基

本に、できるだけコミュニティを維持した形での入居に努めてきたところでございます。

そういう基本的な方向性のもとではございますけれども、実態としては違う行政区の

方々もそれなりの割合でお入りになっているというふうなこともございますので、ご指

摘のような新しいコミュニティをいかに形成していくのかというのも大事なことでござ

います。そういうことで、各団地の行政連絡員なり班長さんなりを通じて、新しいコミ

ュニティの形成も含めていろいろとご支援をいただいているということでございますし、

きのうも同僚議員のご質問にも新しいコミュニティの形成に行政としても一定のいいか
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かわりを持って対応していきたいというふうなことでございますので、当分の間はそう

いう方向で新たなコミュニティ形成に我々も努力していかなくてないというふうに思っ

ておりま。 

 ４番（菊地八朗君）はい。今、町長努力していくということなんですが、本当にこの独居老人に

も年齢差があって、私の入っている仮設住宅にも本当に一人、一人っ子、家族のいる独

居老人というかそれの違いで、たった一人の人、その人たちはご飯を食わないときがあ

るんだよ。週２回は食うかもしれないけれども。食べないでいるというか、昼間も１日

１食とか、もう自分でできない。あとの週１回のとき、もし頼んでいれば、これを利用

しているところでも、むしろこの回数、回数の配食サービス、そしてコミュニティ――

の数をふやす。週２回でなく。相馬市なんか毎週２食もつくるんだよ。ある住宅はね。

相馬の。新地か。だから、山元町においても本当の状況調査をして、毎日与える、食事

を提供するこういう考えに取り組む、そこの横を広げるという考えは、町長、本当に拡

充というか、これに対する取り組みはいかがですか。町長。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。配食サービスの回数の充実ということなんですが、これについてはご

案内のとおり、大きな被災、痛手を負う中での避難所生活から始まって、今仮設で一定

の落ちついた生活というふうな状況になっているわけです。避難所のときは、皆さんの

応援を得ながら食事を提供していたということでございますけれども、仮設にお入り、

まがりなりにも仮設に入ったということは、自立に向けた第一歩を踏み出すというふう

なことが基本でございます。そういう中で、震災前の状況に尐しでも近づく工夫をしな

くてないということだと思います。ですから、段階的な意味でも、すべての場面で配食

を継続するというのは基本的にどうなのかなと。 

      そういう基本的な中で、もし本当に必要とされている方がいらっしゃるのであれば、

それはもう尐し回数をふやすというふうなことも必要かというふうに思いますけれども、

基本的には自立に向けて配食を若干受ける。そしてまた、そういう中での会話なり健康

相談なり、そしてまた先ほど申したように、そこでの献立を今度は自分でおつくりにな

ってみて、前の生活に尐しでも近づいていただける、そういうきっかけづくりにしてほ

しいというのが本来の趣旨でございます。 

      いずれにしても、まだ１０月から始めて日が浅いというふうな状況もございますので、

状況を見ながら、今のご指摘も踏まえて今後の対応策について検討をしてまいりたいと

いうふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。だから、避難所の独居老人といっても、先ほど最初に言ったように、

その状況による、人による、その度合いによるということも言って、そして、今町長か

ら出ましたけれども、避難所のときは、隣にいた避難所の人のときは配食があって、こ

こに昼食、例えば持って、立っていって「はい、食べさいん」と。そして、そこのとこ

ろ二人の、そこの避難所で隣同士のコミュニケーションというか、お世話になったと。

そして、どうもどうもと、こういう絆というか、そのつながりができたのと同じで、今、

独居老人で一人で１食しか食わない。このごろ、被災の葬式じゃなくて年寄りの葬式の

多いこと。何でかといったら、完全な――されている。 

議 長（阿部 均君）質問は簡明にお願いします。 

 ４番（菊地八朗君）はい。ひとり暮らしがいるんだから、ただ、そういうことも踏まえて、町長、

仮設住宅に関しては、いろいろ環境に関しては、ほかの同僚議員からもいろいろあった
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けれども、一番仮設住宅で今望まれているみんなが困っているというのは何だと町長は

認識していますか。どうぞ。その配食からね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。仮設で困っているというのは、いろいろあるんだろうと思いますけれ

ども、各世帯、各個人さまざまで、これだというふうな特定のものだというふうには思

わないのですけれども。各人各位いろいろあるんだろうというふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。やはり新聞紙上ぼっぽぼっぽぼっぽ――からありがたいなというけれ

ども、おれ調理できないという人もいっぱいいるんだと。そういうことも配慮しながら、

そして、今一番困っているのはお年寄りのおふろ。年寄りね。そこも配慮にしておいて、

今後の町の検討に入ってもらいたい。ふろの追いだき機能がないというのが一番仮設住

宅の人の悩みです。 

      それから、次の４点目の上下水道の料金体系について移らせていただきますけれども、

今、最初は上げないと言っても、広域水道、水道量に関して被災前とどのような状況に

なっていますか。水道量ね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。水道量そのものについては、担当課長の方からお答えさせていただき

たいというふうに思います。 

      先ほどの仮設のふろの追いだき機能につきましては、過般の国の現地対策本部の会議

の中でも、今後想定される問題の一つだというふうなことで、私なりに問題提起、要望

をさせていただいておりますことをご紹介させていただきます。 

上下水道事業所長（荒 勉君）はい。水道量につきましては、１１月検針でございますが、平成２

２年度と２３年度を比較しますと、約１万８，７００立米ほど減っております。 

 ４番（菊地八朗君）はい。１万８，７００立米ね、２２年度より落ちたと。それで、被災して人

口減尐になったからばかりではないと思うのです。本当にこういう量が減っていったら、

将来１万３，０００の人口を目標とするとき、町長の答弁には、仙塩広域水道に支払う

受水費、そして人口減尐、再度契約水量の変更を３万５，０００の人口に──３万３，

０００だっけか、広域水道の七ヶ宿から買う水道量は３万５，０００人口ね、３万人で

契約しているんだから、これ１万３，０００だから、本当に簡単に広域水道の契約水量

は変えられるの。それについてちょっと伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。最初にお答えしましたとおり、県の広域水道及び企業局と、この辺の

人口減尐に伴う水量の変更を協議していくということでございますし、これについては

対応が可能だというふうに認識をしております。 

 ４番（菊地八朗君）はい。それでは、可能ということなので、一日も早い料金、広域水道に払う

料金、受水費を尐なくしていかなかったら、これ維持できないから、将来人口が１万３，

０００とみなしているんだから、３万の半分にして十分だと思うのです。そして、プラ

ス活用されていない山元町の井戸水もあるので、その対応に一日も早い対応に取り組ん

で、いつごろまでにそういう対応をできるかを確認しまして、私の質問を終わりたいと

思います。まず、町長のいつごろまでという目標、これを答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。協議の見通しについては、担当の所長の方から補足させていただきた

いというふうに思います。 

上下水道事業所長（荒 勉君）はい、議長。ただいま仙南・仙塩広域水道でございますが、水道水

の給水規程がございまして、その中の第４条で、基本水量等の変更ができるというふう

な規定がございます。これについては、早急に県の方に変更届を出して、給水の減とい



- 14 - 

うふうな形で協議をしたいと思っております。（「終わると言いましたけれども……」の

声あり） 

     済みません、１月早々にこの申請を出して、減額の協議をしていきたいと思います。 

      それと、今回の大震災で３月、４月ですか、あの部分で広域水道がストップしており

ますので、減免措置というような形で減免をいただくことになっております。金額につ

いては、まだ未定でございます。 

 ４番（菊地八朗君）はい。早急な取り組みね、やはり山元町に残って住む人に負担率、尐なくて

も済むようにお願いします。 

      それと、ちょっこら言わなかったけれども、復興課に言うけれども、この基本計画、

基本構想、復興計画、その７ページのグランドデザインと計画の体系で、具体的な事業

でグランドデザインが安全と利便性、そうしたらこっちは具体的な事業の取り組みは、

１番に安全防災、安全・安心を持ってくるべきでないかと。 

議 長（阿部 均君）論点を整理し質問願います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。復興計画による７ページのグランドデザイン、最初の質問なんですが、

質問に戻りますが、グランドデザインでは、７ページで、１番に安全と利便性というこ

とを訴えてあり、整合性をとったら、具体的な事業展開は、５番の防災、安全、安心を

一番に持ってくるべきでないかということを感じました。いかがでしょうか。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。ご質問あった部分なんですけれども、７ページの計画の体

系の部分、左の欄のグランドデザインの１番目としまして、「安全性と利便性を兼ね備え

た居住環境を整備します」というような書き方をされているものに対して、具体的な事

業展開が防災、安全、安心というもので５番の方に位置しているというようなことの解

釈でよろしいのでしょうか。（「はい」の声あり） 

      こちらの方につきましては、最終案ということで示しているものでございますけれど

も、今回の審議いただいた中でそういったご指摘等もいただいて、もし変更が皆様のご

同意をいただいて可能ということであれば、そういった変更も視野に入れて検討したい

というふうに思っております。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。私からもちょっと補足させていただきます。確かにグランドデザイン

のトップバッターは、「安全性と利便性を兼ね備えた居住環境を整備します」と。そして、

失った防災、安全、安心というのは、この具体的な事業展開では５番目に来ているとい

うようなことなんですが、これは、必ずしも右と左が対照になるわけではなくて、四つ

の柱が具体的な八つに複数にかかわるというふうなことでご理解をいただければという

ふうに思います。 

 ４番（菊地八朗君）はい。こっちとこっちで矢印が下にこう向いていて、右と左が整合性を持っ

て、安全・安心といったらここで防災、それからこっちの自助、共助による防災意識の

深い町。このまちづくりですから、そっちへ持っていって、みんなの意識向上として安

心なまちづくりと、そう取り組むべきだと。ただ並べればいいんではないぞということ

を指摘して、私の質問を終わります。 

議 長（阿部 均君）答弁なしね。 

      ４番菊地八朗君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）この際、休憩します。再開は１時といたします。 
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午前１１時２０分 休 憩 

                                            

午後 １時００分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

     ４番菊地八朗君より、午後の会議を退席する旨の届けがありました。 

                                            

議 長（阿部 均君）１１番伊藤隆幸君の質問を許します。伊藤隆幸君、登壇願います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい、議長、１１番。ただいまから一般質問を行います。 

      平成２３年度第４回山元町議会定例会において、２件にわたり町民の諸課題について

一般質問を行います。 

      １件目は、防災集団移転促進事業についてであります。 

      ３月１１日に発生した大震災によって多数の犠牲者を出した、あの忌まわしい災害発

生から９か月が経過しました。被害に遭われました皆様には、今後、希望の移住地のア

ンケート調査では、１１月２９日現在では半数以上の世帯が移転を希望しており、町外

への移転希望者は約１割にとどまっております。全体の６２パーセントが、町が計画し

ている新たな移住地、町営住宅を含むでありますが、生活を希望していると回答してお

ります。このことから、災害危険区域内の方々は、安心して暮らせるための集団移転事

業を促進する防災集団移転促進事業の進捗状況及び国の３次補正による被災自治体への

支援策の内容について伺います。 

      ２件目は、災害公営住宅についてであります。 

     大震災により甚大な被害を受けた被害者の今後の住まいに関する調査の結果では、希望

の住宅形態では、アンケートの調査によると、公営住宅を約４５パーセントの方々が希

望していると回答しております。入居期間が限られている応急仮設住宅入居者の中では、

これからの生活拠点を確保する上で、災害公営住宅を早急につくってほしいと希望して

いる方が多くいます。このことを踏まえて、災害公営住宅の進捗状況について伺います。 

     以上、２件にわたり私の一般質問といたします。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。伊藤隆幸議員のご質問にお答えいたします。 

      大綱第１、防災集団移転促進事業についてですが、町では災害危険区域第１種区域及

び第２種区域のおおむね１，４００世帯を対象として適用することを計画しております。

８月から９月にかけて行った住まいに関する意向調査の結果から、現時点では戸建てで

の住宅再建については４５０世帯、災害公営住宅の入居については５００世帯程度の整

備が必要と考えております。 

      来月から実施する対象世帯ごとの面談による意向調査をもとに、事業地区や希望を精

査して、平成２４年度当初には防災手段移転事業に係る詳細な事業計画を策定して、国

土交通大臣から計画の同意を得たいと考えております。 

      本事業については、今般、国の第３次補正予算や東日本大震災復興特別区域法が成立

し、制度の内容が拡充されております。事業費の限度額が撤廃され、移転者の住宅ロー

ンの利子補助も４０６万から７０８万円に引き上げられるなど、被災者にとってもより

有利な内容となっております。 

      また、事業が復興交付金の基幹事業に位置づけられたことから、町の負担なしで事業



- 16 - 

が執行できることとなりました。町としましては、被災者の生活再建が早期に図られる

よう、事業の迅速な執行に努めてまいります。 

      次に、大綱第２、災害公営住宅の進捗についてですが、先ほどもお答えいたしました

ように、災害公営住宅については最大５００戸程度の整備が必要と考えております。こ

の戸数につきましては、来月から対象世帯ごとに面談による調査を行い、精査してまい

ります。 

      その建設時期につきましては、新しいまちづくりのための宅地造成に先行して、今年

度から７０戸程度着手し、平成２５年の３月には最初の入居が可能と見込んでおります。

残りの戸数につきましても、市街地の宅地造成と並行して建設を進め、平成２６年度ま

でに必要となる戸数の建設が完了できるよう調整してまいります。 

      なお、仮設住宅の入居期間は、最長２年３か月となっておりますが、東日本大震災は

特定非常災害に位置づけられておりますことから、１年ごとの延長が可能となっており

ますので、今後の復旧・復興を見据えながら対応してまいります。以上でございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。確認しながら再質問をいたします。 

      前の一般質問等で、防災移転の構想案として、新山下駅周辺地区、新坂元駅周辺地区、

医療福祉の拠点となる宮城病院周辺、そして作田山団地の周辺地区ということで示して

ありましたが、先般１２月８日の特別委員会の中で、行動計画の町の事業費が、防災集

団移転促進事業費の３９０億６，２００万とありましたが、その内訳についてお聞かせ

願いたいと思います。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい、議長。伊藤議員のご質問にお答えいたします。 

      ３９０億ということで行動計画の方には金額を示させていただきました。都市計画の

方につきましては、後日、あさってですか、日曜日の方に再度特別委員会を開催させて

いただくというふうなことで、こちらの中で積み上げた金額についてはご説明申し上げ

たいというところでございます。現在、手持ちとして裏づけの資料を持っておりません

ので、そのときにご説明するということで――と思っております。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今の件については、後日、資料等々でお示ししてもらえるものと理解

しました。 

      次に、防災集団移転促進事業に参加した場合、個人の負担はどのくらい想定していま

すか。そういう形で再度質問します。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい、すみません。個人負担の分につきましては、住民説明会等

で説明してきた内容でございますけれども、各種土地の規模、それから建物などによっ

ても自己負担の金額というものは変わっているところでございます。仮になんですが、

今回の防災手段移転事業を利用するということになった場合に、国の補助としての金額

をご説明申し上げますと、住宅建築土地購入資金を借りた場合の利子補給額に対して、

利子相当分に対しまして補給額が出るというふうなことになっていまして、こちらにつ

きましては限度額が７０８万円ということで、土地の代金、それから建物を建てた際の

代金の利子補給分について補助が出るというようなことになってございます。そのほか

に、引っ越し費用等の補助ということで、限度額として７８万円。それから、これも限

度額でございますので、かかった金額で最大額として７８万円ということでございます。

そのほか、もとの宅地の分についての買い取りが出てくるというふうな事業の中身にな

ってございます。 
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１１番（伊藤隆幸君）はい。その件は、利子の補給なり引っ越し費用は７８万、私は理解していま

す。１００坪まではそれなりの単価で引き取ってもらうやに前々の質問で理解したわけ

なんですけれども、現在、普通の１００坪のところに移った場合は、個人負担はお幾ら

になりますかということで質問したつもりなんですけれども。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。失礼いたしました。住民説明会の方で資料としてお出しし

ている場合に、ケース１、それからケース２というふうな二つの場合の比較ということ

でお出ししてございます。 

      例えばケース１の場合、もとの宅地面積が２００坪あったお宅、そちらの方が新しく

移り住むところに１００坪の土地を求められるというようなことでケースを想定した場

合でございます。この場合、土地の価格につきましては、近接する土地の価格というこ

とで評価いたしまして、平米約１．３万円というような数字を当て込んだ場合でござい

ます。そうしますと、土地購入費とまして４３０万円、それから建物につきまして仮に

床面積５０坪の家を建てるというようなことになりますと、２，８００万円という建物

の建築費がかかるというような試算をしてございます。 

      そういったものに支援金等としまして、基礎支援金、それから加算支援金を合わせま

して約３００万円の支援金、仮に従前の土地が２００坪ということで、仮になんですが、

土地価格の半分ほどを、工事価格の半分ほどを土地売却費用として見込んだ場合、２０

０坪ということでございますので、３６０万の費用を見込むというような試算内容とし

て計算しております。そうしますと、支援金と土地売却費を合わせまして６６０万円と

いうような収入が入るというようなことで計算いたしますと、自己資金としましては、

トータルとしまして２，５７０万円の費用が必要になるというような結果でございます。 

      仮にそれを土地の賃貸借というような形でやりますと、土地の買収費用がそこから差

し引かれるということになりますので、２，１４０万円の自己資金が必要となるという

試算結果でございます。仮にこれ２０年間の……、済みません、２，１４０万円の月々

の借地料がプラスしてですけれども、月々１万８，０００円というような中身の試算結

果になっています。 

      例えば、もう一つのケースとして、ケース２ということで、もとの宅地面積が１００

坪、それから新しく移り住むところの宅地面積が７０坪、建物が約３０坪というような

ケースで試算したところ、結果だけ申しますと、自己負担額といたしましては、土地購

入した場合は１，５００万円程度の負担額、それから土地の賃貸借というようなことで

考えますと１，２００万程度の自己負担額というような試算結果として、住民説明会等

で説明させていただいたところでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。防災集団移転の事業に参加しても、かなりの部分で個人的に負担が大

きいわけです。改めてこの震災の大きさを理解しました。 

      そして、２０年間借地契約なりなんなり結んで、家賃を払い続ければ自分のものにな

る制度上はあるんですか、その点を伺います。（「違うべ」の声あり） 

      災害公営住宅は、７年で買い戻しという制度があることは私理解していますけれども、

その部分でもそういう制度もあるんですか、お願いします。質問します。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。災害公営住宅につきましては、一定の期間が経過した時点

で入所者が買い取ることができるというようなこととなっておりますが、ちょっとそれ

につきましても、今、期限の方を短い期間でもって買い取りの方ができるような形で、
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制度の方が変更してきているというようなところでございます。（「集団移転」「違うど」）

の声あり） 

議 長（阿部 均君）個人的なやりとりは許可できません。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。私、今質問したのは、公営住宅は７年経過すれば自分の土地として買

い取ることができる、そういう条文があります。集団移転事業でそういう適用がなるの

かを伺ったつもりです。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。集団防災移転事業の土地につきましては、基本的には借地

ということが原則でございますけれども、希望される方につきましては、周辺の土地価格

に準じた価格でもってお譲りするというようなことも可能というふうに解釈していただい

てよろしいかと思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今の震災復興課長の説明で理解しました。 

      次に、買収エリアに入っている地権者との交渉はいつごろの時期に交渉なさるのかに

ついて伺います。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。集団防災移転促進事業と災害公営住宅とセットになるんで

すけれども、年明け１月から、何度か申しましていますとおり、個別の被災者の方に対

して聞き取り調査を十分に行うというようなことを計画しております。そういったこと

を行った上で、必要な家屋数ですとか移転対象戸数というようなものを精査した上で、

事業の方を進めていくというようなことを予定しております。そういったこともござい

ますので、早ければ新年度、２４年度には地元の方に説明会等をした上で、個別に被災

された方の皆様の方に当たっていくというようなことが考えられるというふうに思って

おります。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。新山下駅周辺に私は住んでいるわけですけれども、その観点からお伺

いします。土地提供者に対する価格の設定はどのくらいを見込んでいるのか、改めてお

聞きします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これまでもこの関係についてご説明してきたように、まだ、今お尋ね

のような状況まで想定したスケジュールを組めていないというか、これから組んでいく

というふうな段階でございまして、今大筋としての準備を進めているということでござ

いまして、段階を追って、いわゆる地権者の方々にお願いする説明会なりあるいはその

前に土地の鑑定ですね、これなどもとりながら進めていくというそういう段取りになる

わけでございます。ただ、その時期がいつのどの辺になるというのは、これからスケジ

ュールを精査してまいりますので、その辺のスケジュールの見通しがついた段階で改め

てご説明を申し上げたいというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今、震災復興課長の説明によると、年明け１月からきちっと調査する。

そして、地権者には早急に連絡をとって、今１２月ですから時間がないのです。その部

分で検討していないというのはどうなのかと思います。再度質問いたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。１１月の住民説明会でも大まかなスケジュールをお示ししているわけ

でございますけれども、２４年度から測量それから用地取得というふうな、そういう流

れになりますよというふうにお話をさせていただいております。ですから、そういう段

階、ステップを経て、一つ一つ時期をクリアしていくというふうな考え方でございまし

て、大筋として２４年からの測量設計、用地取得に取り組むと。そして、当然、用地取

得の前には、先ほど申しましたように必要な鑑定ですね、評価額、これを前もって得て、
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そういう中での地権者に対する説明会を行うというふうな、そういうふうな運びになろ

うかというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。４地区の中で、新山下駅周辺ということで、開発の総面積あればお示

ししてほしいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これにつきましても、これまでの意向調査に加えて、来月からの個別

の面談というふうな中で、各世帯の意向を精査していくと。そういう中で、一定の希望

される場所、これの積み上げが固まってくるわけでございます。そういうことをベース

にしつつ、新しく集団移転以外にも、新しい中心市街地にお入りになりたいという方の

分もある程度想定しながら、国の補助を無駄のない形でこの事業に充てていく必要があ

るということでございまして、そういう意味で、今この場で何ヘクタールというふうに

明確なお話は、これからの積み上げの中で決まってくるということでございます。ただ、

町としては、この基本構想の中でもお示しさせていただきましたように、新しいまちづ

くりをする上では、中心市街地にふさわしい規模、内容というふうなものを念頭に置い

て、これを固めていきたいというふうなことでございます。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今の町長の答弁で尐しは理解したつもりです。防災集団移転促進事業

に参加しないで、みずから町内での土地を求めた場合、その皆さんには恩恵というか、

そういう補助なりなんなりを考えているのかについて伺います。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。町が準備したところでない部分について、住宅を建築して

移転される方の場合でも、防災集団移転促進事業による支援というのは可能というふう

なことになっております。ただし、これまでのところですと、住宅建築、それから土地

購入資金を借りた場合の利子相当補給分、こちらの７０８万円という部分が、支援策と

して防災集団移転事業そのものではなかったというような現状でございました。ただ、

近々、先だって国の方からのいろいろ指導といいますか説明会等が開催された中で、も

しかすると、この辺のあたりも補助として見れる制度があるというような、防災集団移

転事業と同等の利子補給が受けられる制度がどうやら出てきそうだというようなお話も

聞いております。この辺、きちっと固まり次第、１月の住民に対しての聞き取り調査の

際には、はっきりしたところをその時点でご説明しながら、聞き取り調査の方をさせて

いただきたいというふうに思っておりますので、ご理解いただきたいと思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今、震災復興課長の話を聞いて尐しは安心しました。防災集団移転促

進事業、災害公営住宅でも同じことが言えるんですけれども、買収でやらないで地権者

との交渉の中で、農業に対して去年つくれなかったものですから、ことしは豊作の喜び、

そして作付の喜びというか、そういう部分で意欲的な農家が多数いることも事実なんで

す。用地交渉の中で、私は先祖伝来の土地ですから手放したくない。解決策として代替

地を求めてください。そういうお話があったらば対処の方法を伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これから具体にその新しい市街地の場所、規模ですね、これに決まっ

た段階で、その次のステップとしての地権者交渉ということでございますが、今、例え

ばご指摘のような稲作に取り組んでいる水田であれば、作付というのはタイミングです

ね、見通しですね、これは耕作しない人にとって大変な関心事でございますので、その

辺のタイミングを失しないような形でのこれからの用地取得、あるいは交渉というもの

を進めていくようにしたいというふうに思いますし、あるいは代替地の関係につきまし

ても、極力そういうふうな意向を酌み取れるような、そういう形での用地の取得に努力
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してまいりたいというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。けさの新聞にも載っていたんですけれども、災害公営住宅、そして２

４年度から着工しまして、７０戸ほど建設するような新聞記事が載っていました。そし

て、第１回というかその部分は、考えているのはどの地区、作田山周辺、新山下駅周辺、

坂元駅、四つ目であるんですけれども、どの部分から着工なさるのかお示ししてくださ

い。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今議会に補正予算として計上している７０戸の災害公営住宅の建設の

予定地ということでございますが、全体７０戸、それを２か所に分けて考えてございま

す。山下地区、それから坂元地区ですね、二つのそれぞれの中心市街地として考えてい

るエリアというようなことでご理解を賜ればというふうに思います。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。２か所に分けて山下地区と坂元地区、特に山下地区は、私の地元とい

うことで地の利を理解しているんですけれども、かなりの部分で軟弱地盤なんですよね。

その部分でも客土なりなんなりというか、今度土盛り形成すると思うのですけれども、

十分留意してそうした建設に向かって努力してほしいと思います。それで、一戸建て、

それとも集合住宅で建設なさるつもりなんですか、その辺を伺います。 

まちづくり整備課長（森 政信君）はい、議長。現段階で検討しておりますのは、戸建て住宅と集

合住宅の両方を検討いたしております。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。戸建て、集合の両方検討している、その割合というか示してほしいと

思います。 

まちづくり整備課長（森 政信君）はい、議長。建物の具体的割合も、今後聞き取り調査等の結果

に基づきまして、戸数を検討してまいりたいと考えております。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。今の現時点では、聞き取り調査後に精査して建設すると、私はそう理

解しました。公営住宅の想定というか、そういう家賃の形態はどのように考えているの

か質問します。 

まちづくり整備課長（森 政信君）はい。家賃につきましては、家賃収入、現在の所得層の金額等

に合わせまして家賃を設定していくようになりますが、年収約３００万円とかその金額

の上限によりまして、床面積等を配慮の上、家賃を決定していくようになります。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。漠として答えてもらっても、どうなのかなと思っています。普通、山

元町の標準所得額、仮に３００万の年収で示してほしいと思います。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。済みません、災害公営住宅のシミュレーションといいます

かケースパターンにつきましても、住民説明会の方でお示しさせていただいてきたとこ

ろでございます。仮に議員が今お話あった年収約３００万、仮に３人世帯というふうな

ことで試算した場合でございますけれども、床面積が５０平米（１５坪）ですね、２Ｄ

Ｋぐらいの場合ですと月に約１万８，５００円ほどの家賃ということになるのではない

かと。それから、床面積が２０坪（６５平米）、３ＤＫ程度のタイプですと月々の家賃が

２万４，０００円、それから、床面積２３坪（７５平米）、３ＬＤＫタイプの公営住宅で

すと２万７，７００円／月というような試算の結果を住民説明会の方でもご提示させて

いただいたところでございます。 

      あと、先ほど災害公営住宅の戸建て、それから集合住宅の割合ということでございま

すが、ちょっとさかのぼりましての質問なんですけれども、１月の段階できちっとした

数字については精査すると申しましたとおりでございます。ただ、前回に浸水域の皆様
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方にアンケート調査をさせていただいた結果を申しますと、災害公営住宅５００戸のう

ち、戸建てを望まれている方が約４００戸、それから集合住宅を望まれている方が約１

００戸の割合で数字としてなってございます。 

      なお、先ほどの家賃なんでございますけれども、今回行動スケジュールの方にも記載

させていただきましたが、災害公営住宅家賃低廉化事業というような補助事業のメニュ

ーもございます。そういったことで、入居から数年間といったところ、家賃の低廉化も

図りながら、なるべく被災者の皆様のご負担が尐なくなるような手法も探りながらやっ

ているところでございますので、あわせてご理解いただければというふうに思っており

ます。以上です。 

１１番（伊藤隆幸君）はい。私は常々、好き好んで津波に遭われて、そして家にダメージを受けた

とは理解しておりません。好きで津波に襲われたわけではないんですから、その点を十

二分、町の町長以下執行部、私たちも同じことが言えるのですけれども、ともに痛みを

分かち合うような形で、しっかりした公営住宅、そして集団移転事業、本当に真剣に取

り組んでもらいたいと思います。最後の町長の決意のほどをお伺いして、私の一般質問

を終わりたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。大災害からの町の復旧・復興、まず、何といっても生活の再建という

ことでございます。被災された多くの皆様が安心して暮らせるように、全力投球で頑張

ります。（「ありがとうございました」の声あり） 

議 長（阿部 均君）１１番伊藤隆幸君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）この際、暫時休憩します。再開は１時５０分とします。 

午後１時４０分 休 憩 

                                            

午後１時５０分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）９番岩佐 豊君の質問を許します。岩佐 豊君、登壇願います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、議長、９番。 

      それでは、平成２３年度第４回定例会において一般質問いたします。 

      ３月１１日の東日本大震災からはや９か月、山元町も自衛隊が早く入って、本当に全

国からの支援あり、瓦れきの処理も相当進みまして、町を見たときにはきれいな、被災

当時から見ると非常にきれいになってきた感じはしますけれども、復旧・復興にはまだ

本当に足をつけたばかりの、まだ手をつけたばかりの状態です。そんな中で、大きく２

点について質問いたします。 

      復興計画基本構想が出されました。これについて、一つ、住民説明会を終え、「「チー

ム山元」」は確立できたのか。 

      二つ目、住民の声をどのように反映させたのか。 

      ３番目、町外への流出がとまりませんが、その対策は。 

      大きく２番目、仮設住宅の運営について。 

      入居者の心のケア等について最善の対応をしてほしいということで質問いたします。 

      ２番目、入居率と空き部屋の今後の活用について。以上質問いたします。 
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議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君の答弁をお願いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。岩佐 豊議員のご質問にお答えいたします。 

      大綱第１、復興計画基本構想についての１点目、「「チーム山元」」の確立についてです

が、「「チーム山元」」とは今回のような未曾有の災害から復興をなし遂げ、また、町の発

展を図るには町全体が総力を結集、協働して取り組むことが必要であり、その取り組む

姿勢を「「チーム山元」」という言葉に込めております。 

      町民の皆様とは、県から高台移転を含めた復興方針が示された４月から５月にかけて、

すべての避難所で意見交換をしたのを皮切りに、６月から７月にかけては町内の関係団

体と意見交換を行いました。また、６月２９日には避難指示の一部解除と建築制限につ

いて、９月は震災復興基本方針に関して、１０月は災害危険区域設定について、１１月

は震災復興計画関してと、計画策定の進捗に応じ住民説明会を実施してまいりました。

それぞれの段階ごとに丁寧にご説明申し上げご理解を求めるとともに、有用なご意見に

ついては計画への反映について検討させていただいたところでございます。 

      このように、説明会等を通じ、「「チーム山元」」の形成に努力してまいりましたが、今

後もまち全体が一丸となって復興に取り組むよう努め、一日も早い復興をなし遂げる所

存であります。 

      次に、２点目、住民の声の反映についてですが、住民説明会でのご意見や役場に届い

たパブリックコメント等のご意見については、役場内での計画策定の作業部会である復

興計画策定検討委員会の場で計画への反映について検討してまいりました。その結果、

１１月に行われた説明会以降の計画の修正点として、津波に対する対策だけでなく、地

震による被災に対する支援、高齢者福祉施設の充実、放射性物質対策の強化等について

新たに計画に盛り込ませていただくとともに、国の事業を受けての事業化に向けて調整

しているところでございます。 

      復興計画策定の後は、集団移転や産業の再興、学校の整備など、復興に向けて具体の

作業がそれぞれ本格化することになりますが、個々の事業の推進に当たっては、住民の

参加を促すよう積極的に機会を設け、協働によるまちづくりを推進してまいります。 

      次に、３点目、人口流出対策についてですが、町の人口は１年前に比べ約２，０００

人の減尐となりました。震災前の山元町では、５年で約１，０００人のペースで人口の

減尐が進んでおりましたが、今回の震災の影響により１０年分の人口の減尐が進んだこ

とになります。人口減尐に歯どめをかけるには、一日も早い町の復興が必要となります

が、震災前と同じように町を再生する過程では、これまで町が抱えていた人口減尐の問

題は解決しないと考えております。復興計画では、だれもが住みたくなるようなまちづ

くりを基本理念の一つに掲げ、抜本的な再構築により魅力的で快適なまちづくりを目指

すこととしております。 

      具体的には、新しい駅を核として、住宅や利便施設が集積したコンパクトで質の高い

市街地を形成し、若者やお年寄りも住みやすい環境となるよう、快適性や利便性を向上

させることにより町内への定住化を図ってまいります。復興計画策定の後には、被災を

受けた方々の復旧・復興に最優先で取り組ませていただきながら、震災により町を離れ

ざるを得なかった方々を呼び戻せるよう、魅力あるまちづくりを推進してまいります。 

      次に、大綱第２、仮設住宅の運営についての１点目、入居者の心のケアについてです

が、この震災により家族や友人を失い、また仮設入居等、生活環境が大きく変化し、戸
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惑いや悩みをお持ちの方がたくさんおられますことから、心のケアは大変大事なことと

認識しております。 

      町では、発災直後から６月上旪まで、長崎県の心のケアチームが避難所や仮設住宅に

おいて支援活動を展開し、その後は福井県から派遣いただいた保健師の協力を得て、仮

設入居者の支援に当たってまいりました。１０月の地域サポートセンター開設後は、事

業の一環としている訪問事業、健康相談会等を通じて、入居者の心の訴えに耳を傾け、

必要に応じ精神保健相談を活用するなど対応に努めてきているところでございます。ま

た、宮城県立精神医療センターの協力を得て、１０月からは「こころの相談ほっとサロ

ン」を順次開催し、医師による講話や相談会を実施しております。心のケアは、長期ス

パンでの対応が必要なことから、仮設入居者の方々を初め町民の皆様が一日でも早く穏

やかな心に戻れるよう、今後とも子ども総合相談所や塩釜保健所など各関係機関と連携

を深め、個別訪問や仮設住宅集会所での相談会の実施などを通じ、被災者の方々の心の

ケアに努めてまいります。 

      次に、仮設住宅の入居率と今後の活用についてですが、仮設住宅の建設については、

震災直後から入居希望の受け付けを行い、完成と同時に仮設住宅ごとに入居いただき、

８月に浅生原東田地区に最後の仮設住宅が完成し、入居希望があった全員に入居いただ

いたところであります。 

      その後、入居予定者からのキャンセルや諸事情により退去による空室もあり、また、

その一方では、親戚や知人宅避難者からの入居希望や家屋解体による入居希望などの問

い合わせが多く寄せられたことから、１１月に仮設住宅への追加募集を行ったところで

あります。追加募集時点での入居率は９５．７パーセントで、全体１，０３０戸のうち

４４戸が空室となっておりましたが、６０件を超す入居申し込みがあり、入居調整の結

果、３５戸の入居手続を現在進めております。入居率は９９．１パーセントとなります。 

      こういう手続の中で、残りの空室９戸については、非常時の予備部屋として３、４戸

確保し、残りの５戸については、今回入居できなかった方々と、場所や部屋の規模など

を調整し入居を進めてまいります。今後も退去等による空室の発生が想定されますので、

随時入居調整を行ってまいりたいと考えております。以上でございます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。それでは、再質問させていただきます。 

      まず、「チーム山元」についてですけれども、この「チーム山元」のチーム力を高める

ために何が一番必要ですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的には、同じ目標に向けて気持ちを、思いを一つにするというこ

とだろうというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。全くそのとおりです。ただ、今回その思いがそれぞれ違うということ

をまず自覚するべきです。基本方針の住民説明会の結果、意見交換結果というものを今

私見ているんですが、地区によって全くそこで出る意見というのが違っていました。丘

通りの方、また浜通りの人、浜通りでも新浜、中浜、磯、また花釜、牛橋、これによっ

てもまた違った意見が出ております。この調整が非常に私は大事だなと思います。 

      それで、まず、この「「チーム山元」」を本当にしっかりしたチームとしてやっていく

一番大事なところは、被災されて津波被害があって家も仕事場も、あるいは知人、友人、

家族を亡くした人、いろいろな方がおります。そういった人たちにまず一番の思いを持

って調整に当たるのが、私は「チーム山元」が力を発揮できる一番の初めだと思います。
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被災は、丘の人も結果的にはしています。瓦を壊されたり、家が傾いたりといろいろあ

ります。ですが、一番は津波被害で多くの犠牲を払った人たちに対する思いを、山元町

全体としてそこに思いを持ってスタートしていくことが、私は「チーム山元」が確立で

きる一つの出発点だと思います。町長にもう一度聞きます。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。「チーム山元」に向けた思い、取り組みということでございますが、私

は前々からお話ししてきましたように、２００名近い尊い命が失われたと。そしてまた、

２，５００戸の家屋が大変な被害を受け、大切な財産もなくしていると。こういうふう

な状況の中で、限られた時間、体制の中で、岩佐議員ご指摘のように、それぞれ一人一

人の悩みや思いを町として行政としてしっかりと受け止めて、町全体としてどういう形

がいいのか、これを半年間あるいはもう９か月になるわけでございますけれども、この

間その取りまとめに最大限の努力をしてきたつもりでございます。 

      そうした中で、確かに壊滅的な被災を受けた磯浜から笠野にかけてのエリア、そして

そこから亘理町にかけてのエリア、あるいは山下周辺を含めて、被災の状況、程度が大

きくいえば二分される部分もございます。そういうことで、それぞれの事情、地域の事

情、各家庭の事情、それぞれ異なるわけでございます。そういう中で、一人でも多くの

皆様のご意見、ご要望をどういう形で受け止めてこれからのまちづくりに生かしていく

のかと、そういうようなことで知恵を絞ってきたつもりでございます。 

      確かに１０人が１０人、１００人が１００人、皆さん十分納得してというのがこれは

理想でございます。私も、そういう部分での基本的なスタンスは岩佐議員と同じくする

わけでございますけれども、その理想に近づける時間ですね、まず一つの時間軸がござ

いますし、時間軸に沿ってまちづくりを集約せざるを得ないと。そのためには、一定の

期間に一定の方向性を判断しなくてないと。その繰り返しでここまで来たのだろうとい

うふうに思います。ですから、先ほど冒頭申し上げたような段階を踏んで、それぞれご

意見を集約して、ようやくここまでたどり着けているということでございます。 

      今後は、この構想を具現化するための行動計画を早くつくって、一日も早く事業着手

しなければ、本当にこの町の復旧・復興は実現しないわけでございますので、そういう

意味合いでこれまでやってきたということを重ねてご理解いただければというふうに思

います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。それでは、２番目の住民の声をどのように反映させたのかということ

に再質問いたします。 

      先ほどもお話ししましたけれども、意見交換会の結果、町長からの答弁で、住民の説

明会、またパブリックコメント等でお話をいただいたことに役場内で検討し、その計画

へ反映させてきたと、そういう回答をいただきました。それで伺います。 

      私も説明会には時間の許す限り参加して、町民の皆さんの声を聞くように努力しまし

た。そんな中、まず一番多かったのはＪＲの足で、これが次の質問にも入る、町外への

流出にもつながっている。この意見が一番強くて、それで、町で示した国道側でなくて

既存のルートで、できるだけ早い復旧をしてほしいというような声が多々あったと思い

ますが、町でどういう意見がありましたかということに対して、余りこれが触れられて

いない。 

      簡単に言うと、その意見をどういうふうに取り入れたかというと、危険な箇所から上

に移したとか、そういう本当の生の声が町の方に伝わっていない、住民の声だなという
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ふうに私は感じております。もちろん町長はあそこに同席していたわけですから、そこ

でも生の声を聞いていたはずです。また、アンケート調査の資料もあります。これに目

を通して、足の確保、これが非常に強かったという町長の思いはどの程度あるんでしょ

うか。何かこれまでの町長のいろいろな会議での説明を聞いていますと、安全が一番で、

住民の足、この町から人が去ることよりも、安全安全、こればっかり私は聞いています

けれども、まず説明会での町長の認識を伺います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これまで数次にわたって段階的に住民説明会を展開してきたというこ

とでございますが、そういう中で、ご指摘のように何が一番意見として多かったかとい

うのは、鉄道及び駅、多重防御、災害危険区域建築制限、防災集団移転、災害公営住宅

と、こういうふうな順番でご意見をちょうだいしたところでございます。 

      そういう中で、まちづくりというのは、そのベースは何といっても安全・安心だろう

というふうに思います。これは、山元町のみならず、全人類の共通した理解だというふ

うに思っております。安全・安心を限りなく確保した中で、そこに利便性なり快適性な

りというふうなことが加わって、いいまちづくりといいますか、魅力のあるまちづくり

が形成されるんだろうというふうに思うわけでございます。 

      そういうふうな意味で、今回の未曾有の災害の教訓を限りなく生かしたまちづくりを

する必要があるというふうなことでございます。これは、決して私一人がということで

はなくて、段階を追って進めてきた町民の皆様の意向を反映した考え方であろうという

ふうに思うわけでございます。もちろんその意向というのは、その時々の町から提供す

る情報なり、あるいはマスコミ等を通じて得られる情報、その情報の程度によってその

意向というのは微妙に変化するというのが前提でございますけれども、そうは申しまし

ても、基本的に町民の皆様方が求めているまちづくりの方向性、これをきっちりと受け

止めた中で、この基本計画なり基本構想を取りまとめさせていただいていると。 

      確かに、各説明会には一定のもちろんご参加を得て、生の貴重なご意見、ご要望も伺

っております。しかし、意向調査、基本的には相当程度の割合でご回答をお寄せいただ

いておりますので、どこの自治体であっても、それをベースにしてこの計画をまとめて

いくというのはセオリーでございます。そこのセオリーの中に、要所要所できっちりと

生の声を聞いて、それをいいものはそこに反映させていくと。これは、どこでも同じよ

うなスタイルでございますので、そういう中で、先ほどご紹介した例示のような修正点

も含めて、当初にお示しした基本構想から比べると、相当程度変化しているという部分

がございますので、ぜひご理解いただきたいというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。町長ね、全く安全・安心、大切なことなんです。これは当たり前なん

ですよ。ただ、そのために本当に住民がご苦労なさっていることに対して、真摯に向き

合わないというのは私は違うと思います。安心は別ですけれども、安全はこの前の津波

の経験で山元町の人間はほとんど安全です。今度は。あの地震が来たらすぐに逃げます

から。そういう意味では安全です。安心は、その備えをしなければだめですから。まず、

意見交換会で多かったＪＲの早期開通、この声が多かったにもかかわらず、今回の基本

構想には何一つ入っていません。そこは。修正を加えていません。真摯にそこに向き合

うべきです。町民の声を、町長は住民の声を聞く、いろいろなところで聞きました。会

議なんかやりました。例えばそれでは復興会議、住民の皆さんから１０名の方でいろい

ろと審議してまいりましたね。いろいろお話しいただきました。そこでも、そういった
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私が聞いているところでは、そういった声が相当出ているにもかかわらず、ほとんど町

に反映されていないということを私は聞いています。これは私の誤解ですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。ですから、安全・安心を確保しつつ、被災前の町の置かれていた立場、

課題ですね、これと今回の被災の教訓を踏まえたまちづくりをすることによって、今ま

で以上のまちづくりができるというのが、今回の常磐線を内陸ルートにシフトしたまち

づくり。より尐しでも、今まで以上にコンパクトなまちづくりができれば、人口減尐社

会にあっても政策効果を期待しながらも、町としての経営がそれなりにやっていけると

いうふうな、そういう方向性を皆さんの意見を取り入れながらまとめさせていただいた

ことでございます。 

      抽象的に取り入れないということではなくて、先ほど申したように、当初の案から比

較していただければ、相当数の箇所にそれなりのご意見を反映させてきたところでござ

いますので、よく当初の部分と比較していただければと。ただ、基本的には、スタンス、

方向性というのは、これはもう大きく変わっていないというふうなことでございますの

で、どうぞそういうことでご理解いただければというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。この意見交換会の資料の１５ページに、１０番に「９月の資料と見比

べたが、意見交換会での住民の意見がどこに反映されているのか」というような質問が

ありました。そこで、私もそこにはおりましたけれども、これに対する回答は最後にな

りました。まず、あのときの状況から教えてください。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。あのときの状況というのはどういうことでしょうか、教えてください。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。質問者に対して何点か質問しました。この質問を最後に答えたんです。

簡単に言えば。要するに、時間がなくて、この答えを出すまでに、その質問者も多分す

ぐに答えられないと思って、後回しでもいいですというような質問をしたはずです。こ

れ復興課長の方がわかるのかな。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。計画策定のプロセスといいますかその手法といいますか、その場でご

意見、ご要望いただいたものをすぐに回答できる部分とそうでない部分とございますよ

ね。持ち帰っていろいろプロセスを経て軌道修正、検討を加えてというふうな、そうい

うふうに理解をしています。基本的に。今のでわからなかった部分については、担当課

長の方から必要な補足をさせます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。私の質問の仕方が悪かったのでしょうかね。要するに質問者は、前に

も住民説明会があって、その資料をいただいて、その資料と今回の説明資料が何ら変わ

っていないと。どこにその意見を吸い上げて、取り上げたところがあるんですかという

質問でした。それで、すぐそれを答えられなくて、簡単に言えば後回しして答えたんで

す。そのとき相当の時間をとって。だから、本当に住民と向き合って物事を進めている

のであれば、なぜすぐその問いに答えられなかったのかなと、私はあそこですごく疑問

を持ちましたけれどもね。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。私の手元に、当時我々が用意していった資料ございます。各種会議や

説明会などでのご意見確認一覧ということで、実はこれ５ページに及ぶものがあるわけ

でございます。担当は、その際にこれを持っていたんですけれども、いっぱいあるもの

ですから、どれをどういうふうに紹介していいかということで各項目を分類ごとにピッ

クアップしていまして、その関係で時間がかかってしまったというふうな状況でござい

ますので、決してきちんと答えられなかったということでないことを改めて、後づけで
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恐縮でございますけれども、ご理解賜ればというふうに……、よろしかったら、これは

後ほどまた資料として用意することもやぶさかではございませんね。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。要するに町民目線から見ると、本当に私たちと向き合っていないなと

いう不信感を持っているわけです。こういうことでは、さっきの「「チーム山元」」には

なり得ないんだろうなと。本当に真摯に向き合って、問題点、いろいろな指摘されたこ

とに対してきちっとした回答をつくっておかなければ、そのときだけの意見の吸い上げ

だけで、本当に生かそうとか考えてみようとかという、町民目線から見たらそういうふ

うにしか映らないのです。だから、私はそういうことを言いたいのです。堂々めぐりに

なりますから、また、あとこれは１８日にしっかりやらせていただきます。 

      ３番目の町外への、これもダブりますけれども、流出がとまらない。これは、先ほど

言ったＪＲの復旧、これも第１点。それと、危険区域の大幅な区域の指定、あれが議会

で可決されて、すぐ私の知り合いが土地を求めました。ほかに。「豊さん、２年間待って

いるから」と言われた人に、申しわけないですけれども、あの時点で亘理町に土地を求

めました。その人は。寂しくなりますよ。本当に。 

      ＪＲの話はしましたから、この危険区域の見直しですね。これは、昨日も同僚議員か

らいろいろお話あった。また、これまでのいろいろな委員会等でもお話がありました。

山元町の有効な土地が３分の１も危険区域ということで、新聞やテレビで報道されれば、

町外の人が見たら、山元町は安全でない町、住めない町だなと、こういうふうにお墨つ

きをしたようなものですよ。私は、危険第１種は、いろいろな手を使って線引きを下に

下げる努力をするのが町の姿勢であると思います。町長は、先ほど安全と言いました。

確かに安全は大事ですよ。ですが、その安全のために、そこの住民に対していろいろな

負担を強いるというのは町長としては違う。線路ラインを上げるんでなくて下げて、下

げても、しかも安全になるような施策手当てをするのが町長の大きな仕事の一つだと思

います。なぜあのように、今ここで言うのも本当、あのときも言ったつもりですけれど

も、なぜあんなふうに大きな区域で第１種の指定をしたのか、私は本当いまだ疑問です。

もし町長答えるんなら答えてください。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。山元町でかつてない大被害を受けて、国土保全なりまちづくりの基本

になる防潮堤が仙台湾で一番壊滅的な被害を受けて、それが本復旧までおおむね５年ぐ

らいはかかるだろうと。そういうふうな中で、だれがその安全・安心を担保するんでし

ょうか。ここはもっとぜひ共通理解をしていただきたいなと。 

      ご指摘のように、危険区域という言葉自体が決していい言葉でございません。山元町

のイメージ形成に私もいいと思っていません。しかし、防災集団移転の事業を活用して、

より安全な場所で住みたいというふうな方も相当数いらっしゃるわけです。町として、

首長として、方向性、その羅針盤を示さなければということだと思うのです。ですから、

私は前の危険区域の臨時議会でも、条例化のときもお願いしましたけれども、当分の間、

状況、様子を見させていただいて、一定の多重防御を中心とした基盤整備が終われば、

その段階で改めてご相談申し上げて、尐しでもいい形での区域の見直しができればとい

うふうに思っておりますので、ぜひご理解をいただきたいというふうに思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。そういう声が多くあったのも、それは事実です。ただ、町長ね、危険

区域の指定、第１種じゃないと、それでは国の制度に乗れなかったのですか。 

議 長（阿部 均君）ただいまの９番岩佐 豊君の質問は通告外でございます。通告は、町外流出
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のその対応策についての項目でございますので、その辺、整理して質問をお願いしたい 

と思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。いや、それではちょっと申し上げますね。危険区域の指定がされて、

町民が事実出ているんですよ。山元町から。 

議 長（阿部 均君）私に質問されても困る。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。いや、だから、今私に宣言したから。発言の宣言をしたから私が言っ

ているんです。これ質問しなかったら、私だって……。 

議 長（阿部 均君）だから、論点といいますか質問の要旨、一般質問は通告制でございますので、

きちっと通告に従った質問をお願いいたします。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。通告制ですけれども、関連した質問ができないというのであれば一般

質問できません。これ、それではちょっと協議してください。（「休憩」の声あり） 

                                            

議 長（阿部 均君）暫時休憩します。 

午後２時３１分 休 憩 

                                            

午後２時４５分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）ただいまの９番岩佐 豊君の質問に当たり、通告外であるということで質疑

を中断いたしました。そのことについてただいまの議運で会議を開いた結果、議会先例

９８番には、確かに「関連質問は」という部分がございますが、今回のただいま９番岩

佐 豊君の質問、町外への流出がとまらないその対応ということで、危険区域の設定と

いうことで質問がございました。それは、その質問の流れの中でそういうような部分が

必要であるという部分で、関連質問ではないだろうということで、そのまま認めること

に決定いたしましたので、質問を続行いたします。 

 ９番（岩佐 豊君）はい、大変失礼いたしました。 

      それでは、危険区域のことですが、先ほど質問しましたように、国の制度に乗っかる

ために危険区域の指定を１種でないとだめなのか、２種ではだめなのかというさっきの

質問でした。そこでとめられましたので、再度。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今回の危険区域の設定については、１種から３種までというふうなこ

とで３区分させていただきましたが、集団移転の対象そのものは２種までというふうな

形でございます。それで、２種については各世帯の意向に沿って、その場所で生活の継

続を希望されるのか、あるいは集団移転で移転をされるのか、いわゆる選択ができると

いう形をとらせていただきました。今のところ、多分県内ではそういうふうな柔軟な対

応をしているのは私どもの町だけだというふうに思います。 

      それから、この際に担当課長から補足させたいのですが、どうも先ほど来から危険区

域というネーミングの問題ですね、名称の問題、これいろいろ建築基準法なり都市計画

法の絡みがあってやむを得ずこういうふうな名称にしているわけでございますが、他の

市町村では、都市計画区域で復興地域というふうなネーミングもございます。その辺の

兼ね合い、違いをこの際ご理解をいただければというふうに思います。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。若干補足して説明させていただきます。まず、本町におけ



- 29 - 

ます災害危険区域の１種、２種、３種ということでございますけれども、一般に仙台市

とかお隣の亘理町さんなんかは──亘理町さんはまだですね、済みません。災害危険区

域か否かというようなマルかバツかというような設定のかけ方をされているかと思いま

す。 

      一般に、今までの説明でも申しましたとおり、浸水深をベースに設定のエリアを決め

ているというのがほとんどの自治体のところでございまして、浸水深が２メートルを超

した場合には災害危険区域と、それから２メートルを超さない部分についてはそうでな

い区域というような分け方をしております。うちの町は、１種が３メートル以上の区域、

それから２種につきましては３メートルから２メートルの範囲の区域と、それから３種

につきましてはそれ以下というような設定の仕方をしております。ということで、２種

につきましては、ある程度基礎のかさ上げ等を講じれば防災集団移転にも乗れる、もし

くはあと現位置にもその基礎高を上げることによって現地再建もできるというような、

ある種、幅を持たせた制度になっているというようなことで、ある程度住民の方に対し

ては選択肢を与えているというような設定をさせていただいているのかなというふうに

考えて、設定させていただいたところでございます。 

      それから、建築基準法における３９条ということで、危険区域という制度なんですが、

こちらのエリアをかけることによって、今回、町の方でも取り組もうとしております防

災集団移転促進事業というようなものの対象区域にできるというようなこともありまし

て、早期の段階で被災者の皆さんの今後の生活再建に向けた考え方を構築していただこ

うというようなことで、極力早い制定となったわけでございます。 

      それから、もう一つ、名取市さんなんかでやられているものなんですが、被災市街地

復興推進地域ということで、こちらの場合はうちの方の町の場合ともちょっと条件が違

いまして、もともと住宅が形成されていたような街区、そこの中を再度、そこの場所に

区画整理事業を活用してやるというようなことで、そちらの分が建築基準法の８４条の

区域をかけた上で事業を執行するというような制度の中身になってございますので、う

ちの町の場合とは条件的なものも尐々違うというようなことで、あわせてご理解いただ

ければというふうに思っております。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。私も好き好んで危険区域というのを宣伝しているわけではないので、

これは、町の方からそういう説明を受けたので私使っているだけの話ですから。 

      それで、よその町さんのことも大切ですけれども、ここの町に合った実情でお話しす

るしかないので、現実に指定されたことによって何名の方があきらめをして、そういう

土地を求めるなりなんなりしたというのは事実です。今言われたように、国の制度に乗

っかるのであれば、２種で十分乗れるというのであれば、私は２種でいいと思います。 

     今言った、これまでも何度も説明されました浸水高、これを抑える工夫をすればいいん

ではないですか。本来、先ほど私当初に申し上げましたけれども、町としてはそこに力

を、力点を置くべきたと私は思います。それをしないで、危険だから上に行きなさい、

上に行きなさい。ここには家を建ててだめです。こういう論理は首長としては違う。浸

水深で物を見ていくのであれば、それを抑える手だてをするべきだと私は思います。そ

ういうことをして、この線引きを変えることが私は重要なことかなと思います。そうい

うことによって、町民の流出もとまるのかなと。 

      おおむね５年とかと言っていますけれども、５年も待っていません。皆さん。もう尐
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し早い段階で方向を示してあげないと、５年６年どうのこうのと言ったら、もうほとん

どの人いなくなります。何度もこれまでお話ししていますけれども。まず、トップとし

て、そういう住民の財産を守ることにも意を用いる気はないのかどうか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。確かに、山元町としての安全・安心なまちづくりなり土地利用と。町

としてどう考えるのかと。これはまさに基本でございます。その中で、限りなく防潮堤

の高さなり多重防御の備えをしっかりすると。そこに汗をかくと。これはまさに当然の

話でございます。ただ、一方で、三陸のリアス式のいわゆる湾に面したまち、自治体と

も違うわけです。お隣新地、そしてまた亘理さんと、仙台湾の一角を担う同じような自

然条件の中で、例えばうちの町だけが飛び抜けて防潮堤の高さを高くするとか、基本は

国の減災なり県の考えなり、あるいは周辺とのいい意味でのバランスというようなこと

も、統一というようなことも必要でございますので、そこの中での一定のといいますか

最大限の防御を備えると。防御体制をつくっていくということだろうというふうに思う

のです。 

      これまでも、そういうふうな思いで多重のシミュレーションの考え方をお示ししてき

ましたけれども、高さにしてもあるいは防災緑地にしても県道にしても、これまで説明

してきたように、今回の大きな１，０００年に１度のレベルのやつについては限界があ

るという部分がありますね。ここも共通理解にしてよろしい。あるいは多重防御の効果

を発揮するためには、ある程度の距離も必要だと。そうしないと大きな波には、防災緑

地も、その次に来る県道をかさ上げしても、どうしてもそこをオーバーしてしまうと。

ですから、町の細長い幅のない町の中で、どういう災害に強いまちづくりをしていける

のかと。ここを共通理解しながらしっかりとやっていくべきなんだろうというふうには

思います。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。なかなかかみ合いません。町長はいろいろと使い分けているというと

ちょっと言葉悪くなるからあれですけれども、１，０００年に１度、本当にそういう思

いがあるのであれば、１，０００年に１度のために、すべてをもって１，０００年に１

度のために備える必要はないと思いますよ。先ほど申しましたように、ハードよりソフ

トだと思います。基本的には。今言ったように１，０００年に１度のことにハードでは

できないのです。それは。だから、現世代は、私たちは１，０００年に１度、６００年

に１度のことを想定して、それに最低逃げるだけの余裕の時間をとれるだけのことをす

ればいいので、すべて高いところに逃げて、あなたたちは危険だから高いところに逃げ

なさいという論理は私は違うと思います。くどくなりますからね。そういうことも考え

ながら、危険区域の見直しなんかもされることを強く今後考えていただくように、指摘

しておきます。 

      次に移ります。仮設住宅の運営についてですけれども、１番目の入居者の心のケア、

これ非常に心のケアというのは難しいのですね。町でも、本当に他県からも応援をいた

だいてさまざまな対策を講じています。やっています。ただ、私なんかが見ていますと、

心のケアが本当に必要な人というのは、例えば何人かでお邪魔したらだめなんですよ。

これ非常に難しいのです。かといって、どういう人かもわからないから怖い部分もあり

ますけれども、本当に心を閉ざしている人というのは構えちゃって絶対対応しませんよ。

ですから、そういうことを考えながら、その心のケア対策というのをしているのかどう

かお聞きします。 
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町 長（齋藤俊夫君）はい。心のケアの対応のありようということでございますが、岩佐議員ご指

摘の件も十分意を用いる必要があるんだろうというふうに思いますが、しかし、これは

専門家の皆様がそれぞれの知識、経験に基づいてやっている部分でございますので、基

本的にはこういう専門家の皆様の方にゆだねるのが必要でないのかなというふうに思い

ます。今の部分については、一つのご指摘というふうなことで受け止めさせていただき

ます。そういった、また具体のどういうふうな体制でいっているかというのうは、担当

課長の方から若干補足させていただきたいというふうに思います。 

保健福祉課長（齋藤三郎君）はい、議長。心のケアにつきまして、町長が説明いたしましたように、

町では発災当時３月２０日から６月１１日まで、避難所を中心に長崎県の心のケアチー

ムのご協力をいただいてやってまいりました。仮設が完成いたしましてから、福井県の

医療チームがやっております。（「どういう体制……」の声あり） 

      それで、１０月１日からサポートセンターが開所いたしましたので、３名の保健師等

を雇用いたしまして、２名体制でそれぞれの仮設に必要な方々に対して戸別訪問を行っ

て、心のケアの必要のある方について心の声を聞いて、戸別訪問を行っておるところで

あります。（「だから、対応するときの体制を言ってください。何人どういう顔ぶれでお

邪魔するんですかというそういうことを言っている」の声あり） 

      サポートセンターの職員ですというふうなことで、２名体制で戸別訪問を行っており

ます。（「看護師とかカウンセラー」の声あり） 

      保健師と養護教諭と看護師であります。保健師と看護師と養護教諭３名を雇用いたし

まして、その３名でチームを組んで、２名体制で訪問いたしております。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。実は、私も仮設にお世話になっていて、本当にありがたいくらいこう

いうケアをしていただいているんですよ。ただ、今言ったように、２名とか３名で来る

んです。あと例えば足湯とかほっとサロンとかこういうのも今やっています。例えばこ

ういうところに行ける人は大丈夫なんですよ。はっきり言うと。行けない人がいるんで

すよ。そういう人たちが、本当に――ないと受け付けない人たちに、本当のケアをして

ほしいということを私はお願いしているのです。何名で来ても、いろいろなこうお答え

できるような人は大丈夫なんです。そういう人たちは。そうでなくて、閉じこもってし

まった人、そういう人たちの本当のケアをしてほしいということを私……、何か事が起

きてからでは大変なので、そういうことを私は心配して今質問しているんです。だから、

そういうことのフォローというかケアというのは行われていますか。今現在。 

保健福祉課長（齋藤三郎君）はい。お答えします。３名が２名体制で各仮設住宅を訪問いたして、

戸別訪問、各戸訪問いたしているところでありますけれども、なかなか住宅の扉を閉ざ

されているというふうな方も中にはいるというふうに報告を受けています。それらの方

については、いろいろな方法で友人等々とか、また知り合い等々から情報を得て、でき

るだけ信頼関係を築きながら心を開くことを期待しながら活動いたしているところであ

ります。以上です。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。今、課長からお話しされたように、そこが非常に大事です。それで、

ちょっと難しい個人的なことになりますので、個人情報保護法とかいろいろそういうも

のも絡みますけれども、でも、孤独死なんか招くよりはいいので、その辺を大きく理解

をしてというか、近隣の人にさりげなくお話を聞くとかそういったことで、本当にそう

いう孤立をしないような、している人に対しての心のケアをぜひこれからも頑張ってい
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ってもらいたい。そのように要望します。 

保健福祉課長（齋藤三郎君）はい。では、ご期待にこたえられるよう最善を尽くしてまいります。      

以上です。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。それでは、２点目の入居率と空き室の今後の活用についてですけれど

も、先ほど１，０３０戸、９５．７パーセントの入居率ということで、山元町はすごい

入居率というか、要するに本当にいい、町民の要望にこたえた結果が出ているんだなと、

そんなように思いますけれども、そこで、４４戸空き室になっていたと。そこで、入居

を再度調整を図ってというか募集したところ、６０件を超す入居申し込みがあって、入

居調整の結果３５戸の入居手続を現在進めていると。それで、入居率は９９．１パーセ

ントと。残り９室。非常に何かあったときに３、４戸は確保したいと。残り５戸につい

て、今まだ入居できない方々について、部屋の規模などを調整し入居を進めているとい

う報告をいただきました。非常時の予備室３、４戸、これは必要なのかなと。６０戸あ

って、今５戸空いている。入居調整の方法等をちょっと教えていただきたい。 

保健福祉課長（齋藤三郎君）はい。申し上げます。 

      入所申し込みにつきましては、１１月の広報で申し込みを行っております。また、入

居調整の基準というふうなことかと存じますけれども、移動に関する入居時に、部屋の

いろいろな諸事情により部屋をかわらなければならないというふうな方に関しましては、

身体的理由を１番目。第１位といたしまして身体的理由、家族構成の事由、出産とか障

害が生じたというふうな状況での身体的、家族構成の事由、あともう一つは、３番目と

いたしまして、通勤・通学、日常生活上の事由というふうなことで優先順位をつけてご

ざいます。そのほかに、高齢世帯、身体的・精神的な疾患、それらのことも加味して入

居者調整を行っております。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。そのことは私も理解しているんですが、現実に１か月も２か月も、町

の方にお願いしていても入れない人が現実にいます。同じ条件でも入れない人と入れる

人がいる。どこに問題があるのかなと思って私もいろいろ心配しているんですが。 

      あと、こういう要件の方は入れるのかどうか。例えば、今９４歳ぐらいですかね、仙

台の方にとりあえず娘さんのところにいたんですが、隣近所とのおつき合いがなくなっ

たために認知率が進んで、どうどんもう悪い方向にいっていると。それで、町の方に対

して、「私が面倒を見ますから、空いている部屋を一つお願いします」と言ったら、にべ

もなく断られたと。これは、当てはまらないのですか。この事例は。 

保健福祉課長（齋藤三郎君）はい。どのケースかわかりませんけれども、そういう精神的な障害の

あった方も、現実に入居調整を図りまして入居いたしているケースもございます。保健

師がその家庭に訪問して、その状況を把握して、入居調整会議で検討いたしているとこ

ろです。どのようなケースなのか具体的にはわかりませんけれども、そういう状況が、

必要性が高いというふうに判断された場合、入居可能だというふうに考えます。 

 ９番（岩佐 豊君）はい。やっぱり窓口の対応というのは非常に大切で、しっかりとその人の要

望、意見を聞いてやるということが必要なので、「それはだめです。該当しません」と。

何が該当しないのかわからなくてその人は帰ったらしいですけれども、気持ちの強い人

はそこで頑張るんですよ。そうでなくて、「だめです」と言われると「はい」って帰る人

もいるんです。そういうことによって、１か月も前からお願いしてもだめな人もいるし、

申しわけないけれども、そうでない人もいるんです。現実に。ここでだれとは言えない



- 33 - 

ですけれども。だから、そういう窓口での対応というのは非常にこういうとき大切なの

で、ちょっと聞いて該当しないのかなと思っても、真剣に聞いてやることよって理解も

深まるし、逆に「あっ、この人オーケーですよ」となるかもしれないのです。そういっ

た心配りで物事に当たってほしい。 

      現実にもう入っている人で、夫婦で１Ｋで非常に窮屈な思いをしています。部屋は相

当前から空いている。町にお願いしているけれども、依然として答えがないと。今回聞

いたら、今回も外れましたと。だから、そういう大変ですよ。１Ｋで二人で生活すると

いったら。本当に。そういうことも、空き室があるのであれば、同じ地区内の人たちで

なるべく結びつけてあげるように、順番もあるのかもしれないけれども、そういうこと

も考慮して、今後そういう進め方をしてほしい。まずその辺、できるか。 

保健福祉課長（齋藤三郎君）はい。この入居調整につきましては、慎重に慎重を重ね、生活にかか

わることですので、慎重を重ね入居調整をしていると考えております。今後も、入居相

談があった場合は、相談票に具体的に書き込みまして、記録にとどめるというふうなこ

とで、検討資料にするというふうなことで今後とも慎重に進めていきたいと考えており

ます。以上です。 

 ９番（岩佐 豊君）これで、以上、私の質問を終わります。 

議 長（阿部 均君） ９番岩佐 豊君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）１番青田和夫君の質問を許します。青田和夫君、登壇願います。 

 １番（青田和夫君）はい、議長。それでは、私は、平成２３年第４回山元町議会一般質問に臨む

に当たり、まずもって、先の東日本大震災で犠牲となられました町民の方々の御霊の安

らかなるご冥福をお祈り申し上げたいと存じます。 

      去る１２月１１日、東日本震災後、９回目となる月命日を迎え、多くの町民の方々が

涙したであろう光景がまぶたに浮かび、とても悔しく残念な思いをした者の一人として、

改めて不断の安全・安心の大切のありがたみを痛感したところであります。 

      さて、これからの山元町の復旧・復興を考える上で、町民の安全・安心の確保は何よ

りも優先されるべき町の重要課題ではないでしょうか。東北太平洋沿岸地域は、明治２

９年及び昭和８年の三陸大津波を初め、過去に幾度となく津波が襲来しており、そのた

びに三陸地方を中心に多くの人命と家屋の流出、漁業資機材が流出するなど、大災害を

こうむってきた歴史があります。しかしながら、去る３月１１日に発生した東北地方太

平洋沖地震による大津波においては、沿岸の多くの自治体では過去の地震、津波の教訓

は生かされず、我が町においても６００名を超える死者や行方不明者が発生するなど、

過去に類例のない甚大な被害を受けてしまいました。 

      今回の大震災は、これまでの予想をはるかに超えた未曾有の災害であり、その被害も

広範囲に及び、被災地の住民生活、経済基盤等は大きく損なわれている状況にあります。

このような現状を見るとき、これからの町の復旧・復興を進める中で、地域住民の日常

生活の安全・安心の確保及び津波被害を最小限度に食いとめるため、海岸防潮堤の再整

備を真剣に、かつスピード感を持って取り組むべきであるとの視点から、津波防災対策、

とりわけ海岸防潮堤の整備に取り組むに当たっての町長の所見をお伺いします。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。青田議員の津波防災対策としての海岸防潮堤整備についてのご質問に
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お答えいたします。 

      今回提案しております震災復興計画では、災害に強く、安全・安心に暮らせるまちづ

くりを基本理念の重要な柱と位置づけているところであります。 

      海岸防潮堤については、国土保全と災害に強いまちづくりを目指す上で、津波に対す

る第１線堤としての役割があり、町民が安心して生活するためには、最も重要な施設で

あると考えております。 

      これまでの町内の防潮堤の構造は、国土交通省、農林水産省、水産庁など関係省庁で

の高さがまちまちであり、堤体幅も約５メートルから１０メートルと、薄い波返しのあ

る直立堤でありました。今回の津波により、本町の海岸線のほとんどが壊滅的な被害を

受けている状況を踏まえ、発災後、防潮堤の役割の重要性を訴えるとともに、関係省庁

に対し、統一した基準による強固な構造での防潮堤建設を強く要望してまいりました。 

     関係者のご理解とご協力もあり、新たな防潮堤は、上部の天端幅がおおむね４メ―トル、

そしてのり面は約２割勾配、底辺が３０から４０メートルの安定感のある粘り強い台形

状の構造で、３省庁とも同じタイプで計画される予定と伺っております。 

      また、堤防の天端高は、比較的頻度が高いと言われる１００年に１度の津波、レベル

１というふうなことでございますが、これを想定したもので、Ｔ．Ｐ（東京湾の海面か

らの高さ）がプラス７．２メートルで統一されております。今後の工事につきましては、

おおむね５年間を予定していると伺っておりますが、早期着工と完成に向けて今後も強

く要望を行ってまいります。 

      また、これまで海岸侵食対策として整備されてきたヘッドランド事業を組み合わせる

ことにより、さらなる海岸の安定が図られると考えられることから、同事業の促進と早

期完成についてもあわせて要望してまいります。以上でございます。 

 １番（青田和夫君）はい。ただいま町長から答弁ありましたけれども、その中に、海岸防潮堤に

ついては、国土保全災害、そして津波に対する第１線堤としての役割があり、町民が安

心して生活するためには最も重要な施設であると考えていると、そういう答弁がありま

した。 

      そこでお伺いします。海岸防潮堤の被災程度はどのような状況なのか。まず、山元町

の海岸についてお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。全体を抽象的なお話をすれば、仙台湾で一番大きな壊滅的な被害を負

ったというふうな認識、あるいはまた、そういうふうな説明も関係機関の方からちょう

だいをしているということでございます。具体的には、もう堤体の構造が根こそぎ被害

を受けて、跡形もないような惨状にあるのかなというふうに理解するところでございま

す。 

 １番（青田和夫君）はい。町長から、今、おおむねの話を聞きました。私は、ボランティア活動

をやりながら海岸沿いを歩きました。そして、どれぐらいの決壊箇所があるのかなと。

それと、決壊された場所がどれぐらいの長さになっているのかなと。そういう意味合い

で、大体おおおよその数字ですけれども、回ってきました。町長にお伺いしたいのは、

何か所ぐらい決壊して、長さがどれぐらいあるのか。おおよそで結構です。私は、自分

のこの目で見てきたとおりの話をしているだけですから。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。決壊の長さ、私そこまで具体に承知しておりませんけれども、私の地

元を中心に相当程度の決壊場所があるというふうな理解をしております。 



- 35 - 

 １番（青田和夫君）はい。私の見てきた、調べた箇所づけは、決壊箇所が約１４か所ありました。

それと長さが、決壊したところですよ、これが６５０メートルぐらいありました。そこ

で、残存した防潮堤ございますよね。この残存した防潮堤の調査結果はどのようになっ

たか、町長はご存じですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。詳細は残念ながら把握しておりません。 

 １番（青田和夫君）はい。わかりました。詳しいことは、私の調べた中身は、後で町長の方にご

報告したいと思います。 

      それでは、次に移らせていただきます。 

      防潮堤の整備完成までの想定スケジュールをどのように考えているのか、まず。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。東北地方整備局を中心とした関係機関からのお話としては、年度内の

着工に始まって、おおむね５年間の中で完成させたいというふうなスケジュールを伺っ

ているところでございます。 

 １番（青田和夫君）はい。今、町長から、今年度から工事着工して５年ぐらいでと言われました。

それではお伺いします。今回の３次補正で予算がついたと聞いておりますが、本工事の

総額の金額はどれぐらいなんですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。以前の段階ですと、４００億を上回る金額になるやに記憶しておりま

すが、第３次補正の４００億を上回るような数字になるやに当初伺っておりましたが、

今ご指摘の第３次補正については、担当課の方でまだ財務省と調整が残っている部分が

あるというふうなことで、３次補正での予算総額についてはまだお知らせいただいてい

ない状況でございます。 

 １番（青田和夫君）はい。わかりました。今、想定スケジュールの話をしましたけれども、今回

の３次補正で、防潮堤の予算範囲というのは明確にされておりません。私が調べた中で

は。それが、段階を経て順次工事を始めると。そういう話は承っています。 

      それと、今回の３次補正の現存に関するやつに関しては、その都度段階を追ってやる

と、そのような話を聞いております。ですから、机上での予算なのか、または数字だけ

をとらえた予算なのか、そこの辺も詳しく聞いてみましたけれども、そこの辺の回答は

ありませんでした。とりあえずそういうところを今お知らせしております。 

      そこで、次に移らさせていただきます。 

      防潮堤の高さを７．２メートルとした根拠をお伺いいたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この高さにつきましては、いろいろ国・県等で協議をしていただいた

中で、先ほど言いましたように、端的に言うと１００年に１度ということでございます

けれども、実際は百数十年に１度の津波を想定した高さであると。もちろん経済比較と

いいますか、そういう中で、国の復興構想会議でも言われている減災というふうなこと

を基本に据えた中での、１００年に１度のレベルに合わせた高さを仙台湾の中では設定

されたというふうに伺っております。 

 １番（青田和夫君）はい。根拠はそのとおりであります。国交省の中の国総研の中で、先ほど冒

頭に話しました明治２９年と昭和８年の三陸津波を想定した根拠に基づいての７．２メ

ートルの数字が国総研の方から出ております。そこで、防潮堤の高さを７．２メートル

で整備した場合のシミュレーションの結果はどうなっているのか町長にお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これについては、担当課長の方から説明をさせていただきたいという

ふうに思います。 
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震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。シミュレーションの結果でございますけれども、先だって

議員皆様の方に配布させていただきました結果がありますけれども、あれのケースの１

か２だったと思ったのですけれども、そちらの方が防潮堤７．２メートルだけを設置し

た上で、今次津波、１０００年に１度の規模の津波をかけたときの浸水深がどのように

なるかというようなことで、シミュレーションをした結果というふうになってございま

す。 

 １番（青田和夫君）はい。何で７．２メートルって聞きましたかといいますと、シミュレーショ

ンの中で７．２メートル、これはわかります。これを町長の力で、７．２じゃなくて８．

２とか９．２とか１０メートルを超えるとか、そのようなことを期待して質問したわけ

なんです。その辺もう一度お伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。先ほど岩佐議員との質問の中でも若干お話しさせていただいたわけで

ございますが、山元町だけの海岸線ということであれば、もう尐し今回の被災の状況を

踏まえた考え方というものも、もっとあってしかるべきかなというふうに思うわけでご

ざいますけれども、同じ平たんな海岸部を共有する隣接あるいは仙台湾の他の自治体と

の関係もございます。そうしたことを踏まえ、あるいは国の方の国交省会議での減災を

基本にして、経済的な問題も含めてどういうレベルで今回対応する気だというふうな、

そういう部分でのいわば国なり県の方で協議いただいた部分で、今回、町としてもそれ

を受け入れるというふうなことにさせていただいたところでございます。 

 １番（青田和夫君）はい。国の方針がこうだからということで、そうではなくて、私は個人的な

考えなんですけれども、７．２メートルと数字が出されて、それをわかりましたと。で

はお願いしますということではなくて、私が希望しているのは、７．２メートルではな

くて、これをいかに、安全・安心を確保するためには１０メートルが必要だとか、また

は他町村、例えば亘理とか岩沼とか名取とかいろいろあります。私は、それはそっちで

やってもらえばいいと思っているのです。町長、広域化で一体的な考えでやるかもしれ

ませんけれども、おれの場合は、どうしても山元町全体の海岸を他町村より早くやって

もらいたい。そのためにはどういうことをしなければいけないのか。 

      それで、私の思いは町長わかってくれたと思いますけれども、そこでお伺いします。

海岸防潮堤の早期整備実現に向け、町長はどのように取り組もうとしているのか。具体

的にちょっとお伺いしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今回の大災害で、国土保全の防潮堤に始まって、多重防御なりもろも

ろの膨大な復旧事業が進むわけでございます。そういう中で、議員ご指摘のように、ま

ずは安心・安全のかなめとなる、基本となるのが防潮堤でございますので、これのいち

早い着工実現と、これが復旧・復興の中でも、特にハード整備の中でも喫緊の課題だろ

うというふうに認識をしてございます。そうした意味で、同時並行的にいろいろなもの

が進むわけでございますので、そこの中でもこの事業を優先して取り組んでもらう、完

成してもらうということについて、執行部、議会、町挙げて関係機関に力強く働きかけ

ていく、これが欠かせない対応かなというふうに思いますし、そういうことでの「チー

ム山元」なり全町民一致団結してというふうな思いで、この問題に取り組ませていただ

きたいというふうに思います。 

 １番（青田和夫君）はい。町長がどのように取り組もうとしていることかがよくわかりました。

そこで、７．２メートルのかさ上げをしていくに当たりまして、国交省または河川国道
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では、予算の配分がきちんとなったその時点で順次行っていくと、そのような話を聞い

ております。ですから、一体でやるのではなくて順次ということであれば、早急に例え

ば東京の方に陳情に行くとか、または多尐それより早くやるためにはどうしたらいいの

かとか、そういうことをいろいろな形でやって、とにかく地域住民または浜通りの人た

ちのみならず皆さんの安全・安心を確保するためには一刻も早くこれをやって、そして

内堀を攻めてもいいのではないのかな、私は個人的にはそう思っております。そこでお

伺いします。議会との連携をどのように町長は図ろうとしているのかお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。私としては、この防潮堤に限らず、まず今議会でぜひこの基本構想を

ご承認いただきまして、いち早い各種の復旧・復興事業に取り組む必要があるというふ

うに考えておりますし、先ほども申し上げましたように、一刻の海岸の防潮堤を、安全・

安心のかなめでございますので、これらについては議会の皆様と一緒になって、そして

また、それぞれの議員の皆様方が持っている人的ネットワークなどもぜひ活用させてい

ただきながら、これを進めたいというふうに思っておりますので、今後とも貴重な情報

なりアドバイスをよろしくお願い申し上げたいなというふうに思います。 

 １番（青田和夫君）はい。わかりました。私が議会との連携をどのように図ろうとしているのか

ということを聞いたことは、すべて町長が一人でやろうとしてもなかなかこれできない

と思うのです。そのためには、議会も巻き込む、議会でも議長初め副議長おります。こ

ういう人たちを巻き込んで、早急に安全・安心の形をつくらなければいけないのかなと。

その意味合いで、議長との連携ということを今お話しいたしました。 

      そこで、最後に質問いたします。安全・安心の観点から、海岸防潮堤の早期実現に向

けた並々ならぬ町長の決意をお伺いして、私の質問を終わりといたします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。決意と言われますと、私どうもいろいろ被災後の惨状といいますか、

亡くなった方々の顔が、大変無念な悔しいその思いがふつふつとわいてくるわけでござ

います。そういう方々の思いにこたえられる、そういうまちづくりを本当に全庁挙げて

取り組まなくてないと、取り組んでいきたいというふうに思うところでございます。ぜ

ひ議会の皆様、そしてまたすべての町民の皆様方に、復興計画、基本構想を一日も早く

ご理解いただいて、ともに手を携えて邁進していきたいなというふうに思っております。

今後ともどうぞよろしくご指導、ご鞭撻のほどをお願い申し上げたいというふうに思い

ます。 

 １番（青田和夫君）はい。町長の決意を聞きました。町長が体を張ってやるのであれば、我々も

一緒になって体を張ってやりますので、そこの辺を肝に銘じて頑張っていただきたい。 

     以上です。終わります。 

議 長（阿部 均君）１番青田和夫君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）この際、暫時休憩します。再開は３時５０分といたします。 

午後３時４０分 休 憩 

                                            

午後３時５０分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）１０番岩佐 隆君の質問を許します。岩佐 隆君、登壇願います。 
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１０番（岩佐 隆君）はい、議長。平成２３年度第４回山元町議会定例会において、山元町震災復

興計画について、公共事業の町発注工事状況について、災害廃棄物の処理について、大

綱３件にわたり、１２項目からの観点から一般質問します。 

      まず、大綱１件目の山元町震災復興計画についであります。 

      平成２３年３月１１日に、本町を襲った東北地方太平洋沖地震及び沿岸全域にその後

に発生した大津波により、６００名以上の尊い命が失われるとともに、約２，５００世

帯の家庭が被災し、鉄道・道路を初めとする公共交通網や電気、上下水道、燃料などの

生活に不可欠なライフラインも破壊され、多くの被害が生じました。 

      本町でも、震災直後の人命救助、捜索活動、避難所の確保等の緊急的な対策に取り組

まれてきたと思います。しかし、厳しい状況に置かれている被災者を初め町民の生活は、

今なお不安定なものがあります。何よりもまず働く場所の確保など、被災者の方々の生

活支援と被災地の復興に最優先に取り組み、町民生活を一日でも早く回復させる必要が

あると思います。その上で、町民が安心して暮らせる災害に強いまちづくりを進めてい

かなければなりません。 

      震災から９か月が過ぎ、瓦れきは見えなくなり復旧は進んでいるように見えますが、

いまだに被災者の多くの皆様は、仮設住宅でこれからの冬の寒い時期を迎えようとして

います。今後の住む土地、家や働く場所の確保等、これからの生活を考えると夜も眠れ

ないと話を聞かされるたびに、一日でも早い復旧・復興を進めていく必要があると思い

ます。今議会に、震災からの復旧・復興を目指した計画が提案されております。そこで、

大綱１件目の山元町震災復興計画についてお伺いします。 

     １、人口の見通しと尐子高齢化対策について。 

     ２、災害公営住宅整備事業と防災集団移転促進事業について。 

     ３、農業、漁業の再生と推進について。 

     ４、災害に強く安心して暮らせるまちづくり対策について。 

      以上、４項目についてお伺いします。 

      次に、大綱２件目の公共事業の町発注工事の状況についてお尋ねします。 

      東北地方太平洋沖地震の地震及び津波により被災し、公共土木施設やライフラインに

も大きな被害を受けました。今後も、復旧事業を継続し、調査が進み、復興のための公

共土木工事に取り組んでいくものと思われます。震災後からの事業や今後８年間の山元

町震災復興計画とあわせると、町発注の事業数、金額も大きなものになってくると思い

ます。そこで、大綱２件目の公共事業の町発注工事の状況についてお伺いします。 

     １、公共事業の町発注工事の２２年、２３年工事契約件数と金額について。 

     ２、震災後からの入札状況と落札率について。 

     ３、事故繰越状況と対応について。 

     ４、町内業者の活用と指名業者選定について。 

      以上、４項目についてお伺いします。 

      次に、大綱３件目の災害廃棄物の処理についてお伺いします。 

      震災による被害により住宅や施設等が流されて、７４万２，０００トンの大量の災害

廃棄物が発生しました。災害当初から、捜索活動と並行して災害廃棄物の撤去も行われ

て、現場から２１か所の緊急仮置き場に集められ、そこから白川、後藤淵、南谷地３か

所の一次仮置き場に集積して分別の上、国有地、町有地１２．６ヘクタールの用地に処
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理するために、３００億円強の予算で業者が落札して、二次仮置き場で一元処理を、今

年からおおむね３年以内の２５年までに処理することになっているようですが、具体的

な計画についてお尋ねします。 

     大綱３件目の災害廃棄物の処理についてお伺いします。 

     １、一次仮置き場の分別状況について。 

     ２、二次仮置き場での一元処理の具体的な計画について。 

     ３、町内業者活用と町内者雇用について。 

     ４、災害廃棄物の放射能検査について。 

      以上、大綱３件にわたり、１２項目の質問とさせていただきます。 

      平成２３年度の最後の一般質問でありますので、明快なご答弁をお願いします。 

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。岩佐議員のご質問にお答えいたします。 

      大変大綱３点にわたりまして、多岐にわたりご質問いただきました。一つ一つ丁寧に

ご説明申し上げます。 

      大綱第１、山元町震災復興計画の１点目、人口の見通しと尐子高齢化対策についてで

すが、本町の人口は、震災の影響により２，０００人を超える人口が減尐いたしました。

今後も人口減尐傾向は続くと考えられますが、新住宅団地の造成やＪＲ常磐線の復興な

どにより一時的に転出した町民が戻るなど、減尐に歯どめがかかると予測されることか

ら、計画期間が終了する平成３０年の将来人口を１万３，７００人と設定しております。 

      １５歳以下の年尐人口の割合については、平成２７年には９．４パーセント、平成３

２年には８．８パーセントと、年々尐子化が進むものと懸念されます。この要因といた

しましては、若者の流出に加え、晩婚化や未婚化の傾向にあり、また、出生数そのもの

が減尐していることなどが考えられます。このようなことから、尐子化対策といたしま

して、これまで実施してきた妊婦健診助成事業や医療費助成事業の拡大に加え、新婚世

帯、子育て世帯等の定住促進を図るための住宅取得奨励事業の拡充や新たに出会いの場

の創設などの婚活事業に取り組みます。 

      あわせて、保育所を統合し、子育てセンターを併設するなど、多様なニーズに対応し

た保育所の整備を行うなど、産み育てやすい環境を整備し、若者にとっても魅力あるま

ちづくりを推進してまいりたいと考えております。 

      一方、６５歳以上の高齢者人口割合については、平成２７年には３５．９パーセント、

平成３０年には４１．３パーセントと、今後も高齢化がさらに進むものと考えられます。

高齢者対策といたしましては、これまでの介護予防に重点を置いた健康づくり推進事業

の充実を図るとともに、新たに宮城病院周辺区域を医療福祉地区と位置づけ、福祉関連

施設の集積を図るなど、保健・医療・介護サービスが一体的に受けられる体制整備に取

り組んでまいりたいと考えております。 

      次に、２点目、災害公営住宅整備事業と防災集団移転事業についてですが、これらの

事業は、震災により住宅が被災を受けた方々に対し安全な住まいを提供するとともに、

早期の生活再建を図れる有効な事業であると考えております。町では、災害危険区域第

１種区域及び第２種区域のおおむね１，４００世帯を移転の対象と計画しております。

これまでの意向調査の結果等から、現時点では戸建ての住宅再建については４５０世帯、

災害公営住宅の入居については５００世帯程度の整備が必要と考えております。来年１
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月からは、面談による意向調査を実施し、宅地開発の事業地区や規模、災害公営住宅の

戸数等を精査した上で詳細な事業計画を策定し、平成２４年度から本格的な事業に着手

してまいります。 

      なお、これらの事業については、国の３次補正予算や東日本大震災復興特別区域法の

成立により、制度の内容が充実されるとともに、復興交付金の基幹事業に位置づけられ

たことから、町の負担なしで事業が執行できることとなりました。町としましては、被

災者の生活再建が早期に図られるよう、事業の迅速な執行に努めてまいります。 

      次に、３点目、農業、漁業の再生と推進についてですが、初めに農業については、津

波の襲来により町内のうちの約６０パーセントが冠水し、多くの専業・兼業農家が営農

断念を余儀なくされたところであります。このため、国の交付金を活用し、被災農家で

組織する「山元町地域復興組合」による農地の復旧作業や宮城県等の委託による本格的

な農地復旧事業など、平成２４年度の作付に向け全力で復旧に当たっております。 

      特に、町を代表するブランドである「仙台いちご」については、大部分の大方鉄骨ハ

ウスやパイプハウス等の栽培施設が流失、損壊しましたのが、国が創設した交付金を活

用して１９戸の農家が営農を再開しており、年明けには１９戸すべての農家が出荷可能

となります。先般、イチゴ農家を訪れた際、真赤に実ったイチゴを拝見し、私自身非常

に勇気づけられ、基幹産業である農業の早期復興を改めて決意したものであります。引

き続き国の交付金を積極的に活用するとともに、町独自の支援策を講じてまいりたいと

考えております。 

      また、漁業については、磯浜漁港に停泊する漁船のすべてが打ち上げられ操業ができ

ない状況下にありましたが、辛うじて難を逃れた船舶を活用し、担い手を中心に秋のサ

ケ漁が行われ、予想以上の豊漁であったとの知らせを受け、胸をなでおろしているとこ

ろであります。サケ漁の終了と同時に冬本番を迎え、例年であればこれからは町の三大

ブランドの一つであるホッキ漁が盛んな時期であります。 

      ホッキ漁は代々伝わる漁法と徹底した資源管理型漁業により発展してきましたが、ホ

ッキ漁の再開には海底に沈む瓦れきの撤去や新たな船舶の手当てなどの問題を抱えてお

り、これら諸問題の解決が急務となりますことから、今後も引き続き国や県に対応策を

講ずるよう働きかけてまいります。大震災前の２月２７日は、町を代表するイベントで

あるホッキ祭りを開催し、多くの来場者でにぎわいました。あの人々の笑顔と満ちあふ

れた活気を一日も早く取り戻せるよう復旧・復興に全力で当たってまいります。 

      次に、４点目、災害に強く安心して暮らせるまちづくりについてですが、これは、復

興計画の基本理念の大きな柱の一つであります。６００名以上の尊い命が失われるとと

もに、約２，５００世帯の家屋が被災した今回の大震災を教訓として、減災も視野に入

れ、仮に災害が発生しても被害を最小限にとどめ、速やかに復旧できるまちづくりを目

指すこととしており、ハード・ソフト両面での対策の強化を計画しております。 

      ハード面においては、海岸には高さ７．２メートル、底辺の幅が約４０メートルに及

ぶ安定した構造の堤防を北から南まで整備し、堤防の背後にはおおむね２００メートル

の幅で防潮林を整備いたします。その整備に当たっては、起伏を持たせ、築山に植林す

ることで津波の勢いを止める効果が期待できます。県道相馬亘理線は現在の常磐線のル

ートに移設し、現況地盤から約３メートルの高盛土構造にし、第２堤防の機能を持たせ

ます。このような多重防御により津波の到達時間を遅らせるとともに、沿岸から内陸へ
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の東西方向の避難路を整備し、迅速な避難を促します。また、津波被害が大きいと予測

される地域には、住宅や公共施設、鉄道などの施設は極力配置せず、災害時にも早急な

復旧を可能とします。 

      ソフト面においては、緊急時に早く正確に情報を伝えられるよう、多様な通信手段の

確保を図るとともに、大津波を想定した防災訓練を実施するなどにより、災害が起こっ

た場合に迅速に行動できるよう図ってまいります。また、自助・共助の理念のもと、避

難所の機能や備蓄を強化するとともに、自主防災組織の育成や災害に対応した危機管理

の強化など、災害に備えた体制づくりを図ってまいります。このようなハード・ソフト

の対策を有機的に活用し、行政と住民が連携した効果的な防災対策の構築を目指してま

いります。 

      次に、大綱第２、公共事業の町発注工事の状況についての１点目、平成２２年度、２     

３年度の工事契約件数と金額についてですが、主に指名競争入札に付された工事請負に

係る平成２２年度の工事発注件数は３０件であり、その契約額の総計は 1 億８，０００

万円余となっております。２３年度については、大震災のため７月から本格的な工事発

注を開始したところであり、１２月６日までの発注件数は５１件で、その契約額の総計

は１９億９，０００万円余となっているところであります。 

      次に、２点目、震災後からの入札状況と落札率についてですが、まず入札については、  

被災建物等の解体撤去工事など震災復旧関係工事が増加し、発注件数も対前年度比７０．

０パーセントと増となったため、例年月１回の入札会を毎週実施するよう改め執行して

いるところであります。また、落札率については、全体ではプロポーザル方式によるも

のを除き、１２月６日現在において９１．２パーセントと、平成２２年度の平均の８６．

８パーセントに対し４．４ポイント増加しております。 

      次に、３点目、事故繰越状況と対応についてですが、大震災により平成２２年度末ま

でに完了しなかった事業や工事等は３３件、８，４００万円余であり、その内訳につい

ては、坂元支所設備修繕関係３件、浄化槽設置補助金３件、ふるさと再生雇用事業１件

のほか、農業施設や土木施設及び教育施設並びに災害復旧事業で、詳細設計業務委託２

件、管理業務委託１件、物件補償１件、用地取得１１件、工事請負契約１１件となって

おります。この対応状況ですが、設計業務委託２件と工事請負契約３件を除き、１２月

中に完了する見込みとなっております。なお、この５件についても年度内に完了するよ

う努めているところであります。 

      ４点目、町内業者の活用と指名業者選定についてですが、従来より町内業者の活用に

ついては、私の公約である産業振興面での地産地消の推進による地域経済の活性化や、

地元企業等の貢献度を加味した入札制度の改善面からも積極的に意を用いているところ

であります。特に今般の大震災の復旧では、全町挙げての対応が必要なことから、瓦れ

き撤去などさまざまな復旧の場面で町内業者の皆様にご協力をいただいたところでござ

います。 

      現在も町内業者の活用に当たっては、指名登録をしている地元業者を優先的に指名さ

せていただいておりますが、さらに業務量も増加していることから、町内に事業所を構

える未登録の業者についても随時追加登録の受け付けを行うなど、引き続き地元業者の

受注拡大を図っているところであります。しかしながら、震災復興関連事業の中には膨

大な事業量になるものもあり、町外業者の指名を検討する場合もありますので、ご理解
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願います。 

      次に、大綱第３、災害廃棄物の処理についての１点目、一次仮置き場の分別状況につ

いてですが、今回の震災で発生した災害廃棄物は膨大な量でありますが、二次仮置き場

において迅速に処理が進められるためには、その処理工程にあわせ、一次仮置き場であ

らかじめ分別を行うことが重要な作業となっております。 

      震災直後においては、災害救助に必要な幹線道路の復旧や行方不明者の捜索に全力を

注ぐため、被災現場から災害廃棄物を複数の緊急仮置き場に撤去集積したことから、分

別がなされず混合の状態となっておりました。現在、町内３か所に一次仮置き場を設置

し、緊急仮置き場から搬入の上、分別作業を進めているところですが、その分別状況と

して、主に二次処理で破砕しチップ化される木材類、同じく破砕し復旧資材として利用

されるコンクリート類、資源として搬出される金属類、焼却処理される可燃物、混入し

ている廃棄物を除去して再利用される廃棄物まじり土砂、有害な物質が含まれると考え

られる電気機械などに分別して管理しております。 

      また、油脂や消火器などの危険物や被災家屋の解体に伴い発生する石綿を含む建材、

ＰＣＢ等を含有すると思われる有害廃棄物については、二次処理において処分が行われ

るまでの間、飛散や流出のないように厳重に管理し保管しているところであります。 

      次に、２点目、二次仮置き場での一元化処理の計画についてですが、災害廃棄物の量

が膨大であることから、その二次処理を県に委託したところであり、県がプロポーザル

方式で選考した受注業者により、現在、高瀬字浜砂地内に二次仮置き場の造成が進めら

れています。この受注業者の選考に当たっては、被災地の早期復旧・復興のために災害

廃棄物の迅速で適正な処理を最重要とし、また、地元企業との連携や地元の被災者雇用

を通じた地元経済への貢献も選考の大きなポイントとされたところであります。 

      処理計画については、災害廃棄物の再利用、再資源化を最優先に、リイサクル率を高

め、焼却処分や埋め立て処理する量を削減することとしております。木材はチップ化し

てゴルフ場コース内の敷材や製材工場で再生品化し、コンクリートとアスファルトは破

砕して今後町内で実施される公共事業に利用する計画とされ、その作業に当たっては、

周辺環境や作業環境はもとより、地球環境の保全に配慮しながら処理を進めていくこと

とされています。特に周辺環境については、二次仮置き場が操業することにより、周辺

の生活環境への影響も考えられることから、大気汚染や騒音、振動により被害が生じる

ことのないよう調査を進めております。 

      また、県では、二次仮置き場での災害廃棄物の円滑な処理を推進するため、関係機関

や団体による連絡協議会を設置し、安全管理や交通対策、地元企業の活用や地元雇用、

暴力団の排除対策など事業者との連絡調整を密にし、処理を進めていくこととしており

ます。 

      具体的な処理スケジュールとしては、来年１月からの各種プラントの設置を経て、２

月には搬入と選別作業が始まり、３月からは焼却施設についての作業着手が予定されて

おり、平成２５年１０月には処理施設の撤去、整地も含めたすべての工程が完了する計

画とされています。町といたしましては、今回の震災で発生した災害廃棄物を迅速に処

理することが、今後の町の復旧・復興には欠かせない重要な課題であることから、関係

機関とも連携し、早期の処理完了に向けて取り組んでまいります。 

      次に、３点目、町内業者活用と町内雇用についてですが、現在、町内における災害廃
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棄物に関する事業として、被災家屋の解体や津波浸水区域における災害廃棄物の撤去、

緊急仮置き場から一次仮置き場への運搬、一次仮置き場までの分別管理などを進めてお

ります。 

      その処理に当たっては、震災当初からの迅速な対応はもとより、町内の地理や現状に

精通している町内業者の協力は不可欠なものであり、また、町内業者を活用することに

よって多くの町内雇用が生まれていることから、今後の町の復旧・復興を進めるに当た

っても欠かせないものと考えております。 

      また、災害廃棄物の二次処理を行う事業者の計画においても、地元企業との協力体制

や地元被災者の雇用に配慮されているところであり、震災により就労の機会を失った被

災者の生活再建にも大きな効果があると考えております。 

      町といたしましては、今後の災害廃棄物の処理はもとより、各種事業の実施に当たっ

て、引き続き町内業者を最大限に活用していくとともに、町内雇用についても関係機関

に積極的に働きかけを行い、被災者の就業機会の確保に取り組んでまいります。 

      最後に、災害廃棄物の放射能検査についてですが、震災による地震や津波の被害はも

とより、東京電力（株）福島第一原子力発電所の事故に起因する放射能による汚染に関

しましては、福島県、宮城県にとどまらず、関東地方においてもさまざまな影響を及ぼ

しているところであります。 

      震災によって発生した産業廃棄物についても放射能の影響が考えられることから、災

害廃棄物を集積している町内の一次仮置き場地区内１０地点で、１０月下旪に県による

放射性セシウムの測定調査が行われました。その結果、繊維類で１，１００ベクレル及

びプラスチックで８９０ベクレルが測定されましたが、国が示している埋め立て処分が

可能な基準値である１キログラム当たり８，０００ベクレルを大きく下回るという調査

結果となりました。 

      しかし、可燃物については、焼却処理をした場合に、放射性セシウムの濃度が焼却灰

に凝縮され基準値を超える可能性もあることから、今後処理を進めていくに当たり、焼

却前に廃棄物を洗浄することや焼却炉にバグフィルターなどのろ過装置を装着し排煙処

理を行うとともに、焼却処理によって発生する焼却灰については放射性物質濃度を測定

するなどの対応策を県や受注業者と検討し、処理基準に基づき適正に処理を行ってまい

ります。私からは以上でございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。大綱１件目の１番の人口の見通しと尐子高齢化対策について、これに

ついて質問をしたいと思います。 

      先ほど答弁書の中でも、２月から１１月までだと思うのですけれども、２，０００名

以上の人が人口減尐していると。そういうお話があったわけですけれども、実際に町長、

この人口の社会増減あるいは自然増減あるわけですけれども、社会減の中でどういうふ

うな推移を示しているかは、多分細かい数字ですからわからないと思いますので、あと

担当課長にお話をしていただくことにして、この状況、２月の末からで正確にいうと２，

１７５名、これ自然増減とあと社会増減と合わせてですけれども、社会増減の方がこと

しは非常に大変な数字でないかと思っております。１１月末でも５１人、あと１０月末

でも５８人と。あとその数字でずっと多くなっていますけれども、今お話ししたように

社会増減の状況、これ町長はどう考えているのか、それをお聞きしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。社会増減の関係でございますけれども、これについては、今回の大き
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な被災で、それぞれの家庭のご事情により、残念ながら町外に転出されている状況があ

るのかなと。例えば通勤の関係、あるいはお子さんの通学の関係ですね、こういう関係

があっての移動が残念ながらあるというふうに理解をしております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。被災の関係でという町長のお話ですけれども、私もそう思いますけれ

ども、ただ、具体的にこういうふうな数字でこれからどんどんどんどん減っていくと。

５０名ずつ減っていくということになると、簡単に考えますと１年に６００人。例えば

３年で三六、十八で１，８００人、そういう数字に近づいてくるのかなと思うのです。

それは、全体の復興計画の中での計画が８年ということを考えて、見通し的に具体的に

町長がこの復興計画で見ている数字よりも下がっていくような気もするわけです。です

から、１万３，７００人、これを３０年で、具体的に人口が１万３，７００人の人口と

いう形で考えますと、本当に見通し的にどうなのかという部分一つと。 

      あと、この人口の推計の中で、１万３，７００人という形で考えますと、通常復旧と

いうことを全体で考えますと、本当は１万６，０００人の、具体的に例えば２月の水準

に戻すと。そういう計画であるべきだと私は思っているんですけれども、ただ、町長が

再三計画の中でお話ししていますように、人口の動態を加味した中で判断をして計画し

ていると。そういうお話ですけれども、そういう計画からいいますと、この推移を見る

と、私がこの１年間見る中では大分減る状況にあるのではないかと。 

      そして、それをもう一回、１万３，７００人の水準、あるいは１万６，０００人の水

準に戻すためには、大きな考え方の中で復興計画全体をもう尐し、町長がいつもお話し

しているようににぎわいのある町、あるいは人が来る町、そういう形での考え方が私は

必要だと思うのですけれども、せっかくこの復興計画の中で１７６事業、全体で３，５

００億の巨額の国からの支援をいただくわけですから、人口増を本当に見通せるような

計画の中身でなければならないと思いますので、これから計画の議論は今からやるにし

ても、その辺の見通しの考え方についてもう一度お伺いしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。人口の見通しでございますが、これは、「復興計画」「基本構想」の中

にも将来人口推計というふうな形でお示ししているわけでございますが、震災がなかっ

た場合の推計値であれば、１万６，７００をベースとしたこれからのまちづくりという

ことになるわけでございますけれども、残念ながら先ほどご指摘いただいたような形で

の今回の亡くなられた方、あるいは諸事情により町外に転出を余儀なくされた方がいる

ということでございますが、例えば子供さんの関係でどうしても住民票を移さなくてな

いというふうな方も、この亡くなった方を除いた人数の中には含まれておられます。そ

ういう方を中心に、ご指摘いただいたような大きなまちづくりを相当な時間と経費をか

けてやるわけですから、そういう施策効果を十分に反映したような、見込めるようなそ

ういう人口推計にするべきだろうというふうに思いますが、先ほど冒頭のお答えで申し

上げましたように、そういう努力を最大限にしつつも、町の置かれた基本的な状況です

ね、ここを皆さんとともに取り組んでいく必要があるんだろうと。 

      高齢化、尐子化、そして晩婚・未婚化というこれは、あえて相対比較すると、県内で

の位置づけというのは残念な状況にあるわけでございますので、こういうところも含め

た人口の見通し、人口の確保ということが必要になるんだろうというふうに思いますの

で、今回の大きなまちづくりとあわせて、きめ細かな部分での尐子化対策あるいは婚活

とかそういうふうなもろもろあわせることによって、国全体として人口減尐にあるこの
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傾向に尐しでも歯どめをかけなくてないと、そういうふうな思いでございます。もちろ

んその大きなかぎを握る一つは、ＪＲ常磐線の一日でも早い早期復旧というふうなこと

であろうというふうに思っているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。担当課長に、出生率ですけれども、去年の出生でどのくらいの人数な

のか。あと、この数字で２月から例えば１１月までの数字で何人なのか。 

保健福祉課長（齋藤三郎君）はい。平成２２年度の数値でございますが、山元町の出生者数は８５

名でございます。ことしについては、済みません、データ持っていません。 

１０番（岩佐 隆君）はい。去年は８５名、ことしは１年でトータルできませんので、１０か月で

５５名という数字が出ているようでございますけれども、去年から比べると大分出生率

も減っていると。そして、町長がお渡しした答弁書の中でも出ているように、高齢化率

も高くなっていくと。そういう状況の中で、尐子高齢化対策を具体的にどういう形で進

めていくか。これが、この人口の見通しとあと尐子高齢化対策、その中で人口の流出に

歯どめをかけるような形の考え方が基本にあるべきだろうなと、そういう思いするわけ

でございますので、具体的には尐子化対策として、ここに先ほど答弁の中で出たように、

具体的に新婚世帯の子育て等の定住促進のための住宅所得奨励事業の拡充と。この拡充

という部分で、どういうような拡充の仕方を考えているのか、具体的に尐子化対策の中

でお示ししていただきたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。本来であれば、新年度早々から、この定住促進のための住宅取得奨励

制度を拡充してスタートしたかったわけでございますけれども、今回の震災の中で、９

月補正予算の中でこれを追加計上させていただいたというふうな状況にございます。 

      端的に言いますと、従来、最高、例えば町内の業者の方を使って町内の土地を取得し

て、子育て世帯ですと１００万という上限を１５０万まで拡充したという部分がござい

ます。 

      それから、町内には、若い人たちを中心として魅力ある賃貸住宅が尐ないというふう

なこともございましたので、これは、そういう新婚世帯を中心に、子育て世帯のニーズ

に沿ったような部屋のサイズが提供できるように、１ＤＫより２ＤＫ、２ＤＫよりも３

ＬＤＫの広さにすれば、町の支援率も上がるというふうな新しい考え方の事業を用意し

ているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）今まであった定住化促進事業を尐しバージョンアップしたという形で考えて

いっていいのかどうか。そして、そういうのであれば、定住化促進事業で２２年度でど

のくらいの利用があったのか。 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）今、手元にその資料がございませんので、休憩お願いいたします。 

                                            

議 長（阿部 均君）暫時休憩いたします。 

午後４時３２分 休 憩 

                                            

午後４時３７分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を進めます。 

      本日の会議時間は、議事の都合によりあらかじめ延長します。 

                                            

議 長（阿部 均君）町民生活課長、佐藤澄三郎君。 



- 46 - 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）はい。大変失礼しました。２２年度の定住促進事業の関係でござい

ますが、２２件の交付申請がありまして、２２件受理いたしまして、転入者が４９名と

いう内容になってございます。交付金額にしましては１，１２５万円という実績でござ

います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今回の新たに始める事業全体の予算規模でどのくらいの部分、どのく

らいの考え方があるのかと。 

      あと、例えば出会いの場を創設する婚活事業とかいろいろ尐子高齢化対策の中で―― 

になっているわけですけれども、実際に婚活事業なんかもなかなか、各市町で取り上げ

ているんですけれども、効果が薄いと。そういう言われ方をしているんですけれども、

町長のお考え方は。今の２点について。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。定住促進事業の今後のことにつきましては、新年度予算編成の中でま

た計上してまいりたいというふうに思います。出会いの場についても、尐なくても新年

度の２４年度の予算措置の中でというふうになりますので、基本的にはそういうふうに

ご理解いただきたいというふうに思います。 

      ただ、いわゆる事業の効果という部分につきましては、いろいろあるのも承知してお

ります。しかし、全国的にいろいろな事例を見た場合に、これはなというふうな部分も

あるわけでございますので、先進的な取り組みを参考にしながら、出会いの場ですから

雰囲気が基本的に大事でございますので、いい雰囲気の中で出会いの場を確保するとい

うふうなことに意を用いていかなくてないのだろうというふうに思ってございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今、尐子化なり人口流出の中で、あと人口全体の見通しの中で何でそ

こまでお話ししたかというと、人口を流出させないで見通し的に同じような形で推移を

しながら、できるだけ尐子高齢化対策に歯どめをかけると。そのために、町長が真剣に

なって取り組む姿勢をお伺いしたかったわけでございます。ぜひそういった点でも流出

に歯どめをかける、あるいは尐子高齢化対策、特に尐子化対策に一生懸命やってもらい

たいなと思っておりますので、その点については後でご答弁いただくことにして。 

      高齢化対策、これについては６５歳以上の高齢化、これ大分高齢化率は高くなるとい

うことでございますので、ハード・ソフトで対応すると、そういうことでお話がありま

した。同僚議員の話の中でも、被災者の関係、今までは高齢者対策でよかったのですけ

れども、被災者の人たちの高齢者もいるので、仮設住宅も含めてそういう人たちの対応

とか、あるいは全体に健康づくり事業の中でどういう形で充実させていくのか。これは

ソフト面ですけれども。 

      あとハード面では、先ほど答弁の中で出てきたように、宮城病院の周辺に福祉ゾーン、

福祉関連施設をということですけれども、ただ、町としてつくれるわけではないので、

あくまでも土地を造成してそこに来てもらえるような、そういった関連する社会福祉法

人、そういう人たちに声をかけるということと、あと地元の関連する医療の人たちに来

ていただくという形の二本立てかなと思うのですけれども、町長はその点どういうお考

えなのか、お聞きをしたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この保健福祉の一体的な体制整備というの、ご指摘のとおりでござい

ます。町として、直接事業主体として取り組める部分というのはそう多くございません

ので、関係者の皆様方の取り組みの支援、あるいは取り組みに対する町としての強力な

支援というふうなものが欠かせないというふうに考えてございます。 
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１０番（岩佐 隆君）はい。そこで、実際に今の時点で、各社会福祉法人含めて宮城病院の周辺に

来たい、あるいは山元町に来たいというような、そういった福祉分野での考え方を持っ

ている福祉法人が実際にあるのかどうかお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。町内の福祉法人あるいは医療関係者とかそういう方々が、これまでも

計画構想をお持ちでございますので、そういう部分での支援対応ができればなというふ

うに思っています。 

      例えば具体的な事例を申し上げますれば、被災前には静和会さんの方で坂元中学校跡

地ですね、あそこを活用しての地域密着型の老人福祉施設、これの計画があったわけで

ございますけれども、残念ながら今回の被災で計画を中断せざるを得ないというふうな

状況もございますので、そういう状況なども先の質問でもご紹介したところでございま

したけれども、そういう取り組みを継続できるように支援してまいりたいなというふう

に考えているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。特に今回被災があって、人口の動態をずっと見ますと、高齢者が大変

多くなっていると。そういう現状を考えたときに、高齢者対策の必要性、ハード・ソフ

ト面、非常に大きいと思いますので、今、健康づくりあるいは被災者のケア、また、ハ

ード面でもそういった施設づくりを十分に行っていただきながら、今後の復興計画の中

に生かしていただきたいなと。 

      それでは、２点目に移りたいと思います。 

      災害公営住宅整備と集団防災移転事業について。これについては、同僚議員がきのう

から、一般質問の中でいろいろな形でいろいろな角度からお話を聞いておりますので、

私の方からは具体に、今まで出てきた内容の中でちょっと気になる点を何点かお話しさ

せていただきたいと思います。 

      それでは、災害公営住宅の整備事業についてです。これについては、特別委員会ある

いは一般質問の中でも具体な議論がありました。それで、２３年度に、来年に向けて７

０、そしてあと２４、２５で４３０、８２億５，０００万、この事業費でやると。そう

いうお話でございますけれども、ただ、これは本当に非常に急ぐ事業だと思うのです。

ただ、今の７０戸だけで、あとのスケジュール的な見通しが、なかなか今の積み上げ３

次補正、あるいは庁舎内の積み上げの中でなかなか出てこない部分があるんですけれど

も、具体に本当に２４、２５で２１５戸ずつやれるのかどうか、お話をお伺いしたいと

思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。――踏まえた大きなまちづくりをする、その中でも最優先に取り組ま

なくてない事業でございますけれども、私としてはこの災害公営住宅、防災集団移転事

業、あるいはＪＲ問題等々、ひとえに、その用地をいかにスピーディーに取得できるか

ということがかぎを握っているんだろうというふうに思いますので、これは、これから

できるだけ早い機会に地権者の方々にご説明をする機会を得て、いち早く取り組まなく

ちゃないと、取り組んでいきたいというふうに思っております。そういうふうな意味で

も、この震災復興計画の基本構想のご承認というようなことをいただいた暁には、そう

いう方向で取り組ませていただきたいというふうに思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。この７０戸については当初の考え方ですから、具体に用地の場所もす

っかり決まって、先ほどの話だと坂元、山下駅周辺の一部、半分ずつという形になるの

かどうか。７０戸を建てると。ただ、あとの４３０戸については、まだ用地も多分決ま
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ってないのかなと。今の町長の答弁を聞くとね。 

      その中で、具体に今お話ししたように、２１５戸ずつ、２４、２５につくるのかどう

か、その辺をきちっとある程度のスケジュールの中で、きちっとタイムスケジュールの

中で定めて、そして、それを最優先にするという形ができてこないと、なかなか事業進

捗上、多分先ほど申しましたように１７６の事業、全部一回にやれるわけではないので、

その辺の優先順位というのは必要だと思います。その辺の町長の考え方について、どれ

を優先にしていくのか。全部やりたいのはわかるんですけれども。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今回の行動計画はおおむねきのうの段階では３，５００億という話で

す。申しあげたわけでございますけれども、それは国・県そして我々町とあるいはＪＲ

も含めてというふうな形になるわけでございますけれども、それぞれの事業主体が同時

並行的に海岸の防潮堤なども含めてということなんですけれども、町としてはこの防災

集団移転なかんずくこの災害公営住宅一日も早く一部でも完成をさせて一人でも仮設か

ら公営住宅の方に写っていただくと。そこでの本格的な生活再建をしていただきたい。

そういうふうな思いでございますので、その辺の優先順位をきちんとしながら、やって

いきたいなというふうに考えてございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。これから、集団移転なり災害公営住宅についてアンケートをとると。

アンケートでない。アンケートをとった中で面談をするという形で、先ほど復興課長の

方からお話あったのですけれども、具体に面談をする中で、いろいろ変化する部分があ

ると思うのです。そういった変化する中で実際に事業を進める形になりますと、事業が

変わる可能性もあると。その変わる部分での対応はできるのかどうかお尋ねします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。どうしても、これまでも説明させていただきましたように、面的整備

に当たっての積み上げですね、そして事業計画の精査というふうな部分がございますの

で、若干の変更はどうしても出てくるのかなというふうな気はしますけれども、意向調

査をしっかりとやって、そして詳細な事業計画を策定する中で、立ち戻りのないような

形で進めなくてないなというふうな、そういうふうな思いでやっていきたいというふう

に思っております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。先ほど来の質問の中で、具体に７０、そして２００……、２４年度、

２５年度という形にはならないのかどうか。２１５・２１５で４３０になるんですけれ

ども、そういう形の計画になるのか。それとも、後に持っていって２５年度に大きな数

字になるのか、その辺ちょっと聞かせていただきたいなと。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。災害公営住宅の建設に関しましては、防災集団移転事業と

表裏一体といいますか、新しく開発する団地の中に建ててくる分というのが出てくると

ころでございます。当初の７０戸と申しますのは、ある程度の宅地造成、それからそこ

に付随しますライフライン関係の整備のほぼ整えやすい場所、そういったところを候補

地として予定している７０戸ということでございます。 

      その後、宅地の造成というのは、前の議会のときにもお話しさせていただいたとおり、

通常で考えますと、普通に考えれば２年程度、宅地造成ですとかその他のライフライン

の整備、それから街路の整備とかといったことで、通常ですと２年ほどの工期がかかる

ようなところが一般的かなというふうに考えておるのですが、そういったところを先行

して築造をかけたところで、順次そういった宅地造成が整ったところに、残りの災害公

営住宅の建設予定地を確保しながら進めていくというようなスケジュールを組んでいく
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というようなことを考えております。 

      ですので、議員がおっしゃるように、単純に２４年、２５年半分ずつというふうには

ならないかもしれませんが、順次、１月の皆さんの意向調査のご意見も聞きながら、ど

ういった場所が公営住宅として適地なのかということも踏まえながら、可能な宅地造成

が終わったところから順次建設を進めていくというような予定を組んでいきたいという

ふうに考えているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。復興課長のお話はわからないでもないけれども、ただ、具体的に３年

間で災害公営住宅の関係をつくるという話をしているんですから、今の時点で具体にど

ういう形で３年間考えてつくっていくのかという、そういったお示しは私は具体的にで

きるのかなと思うのです。ですから、今言ったように半分ずつやれないのであれば、あ

とできることからできる部分をつくって、そして後に、最後につくるんだよとか、戸数

は言えなくたって、考え方は言えると思うのです。その辺で、町長にいち早く……、先

ほど答弁の中で、災害公営住宅をつくっていきたいと。そういう考え方なので、そうい

う方向で担当課に指示をして、具体に早く進めるような形をとれるのかとれないのか、

その辺、町長からご答弁いただきたいと思います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今計画している差し当たりの７０戸ですね、これをまず第１期とすれ

ば、今課長が説明した次の部分については、これを第２期というふうにとらえていただ

ければ、第２段階分まで含めて、県の方にこの建設事業を委託してというふうに考えて

おります。そういうふうな意味で、早く土地を取得して、できるところから造成あるい

は住宅の建設というような形で、いわゆる面的整備が全部終わってからそこからやると

いう形でなくて、例えばこの面の半分についてはもう公営住宅を中心に整備を急ぐとい

うような、いろいろな早目早目の対応ができるような手法を駆使しながらやっていきた

いというふうな思いでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。早目早目は町長わかるのです。ただ、具体的に最初７０戸、そして２

年間であと残りを整備するという形になるのです。だれが考えてもね。それをどういう

形で考えていくかというご質問をしているので、その辺についてお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。ですから、面整備を終わってから一つ一つ建設をするということでは

なくて、段階的な形でスピードを確保できるような、そういう進め方で必要な戸数の整

備をやっていきたいというふうに考えているところなんですが。 

１０番（岩佐 隆君）はい。町長のお話はわかるのですよ。時間もったいないからね。ただ、数ど

のくらいできるのか、それとも前倒しでやるのか後ろ倒しにするのか。３年間でどのく

らい。実際には５００戸をつくるという考え方でしょうから。違うのですか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。ですから、５００戸なり今の段階での把握している分を精査する中で、

それはあとその年度の割り振りですね、これは先ほど申しましたような意向調査の後の

詳細な事業計画を立てる中で、その配分なども決めながらやっていくということになろ

うかというふうに思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。だから、前倒しで考えて、いち早く災害公営住宅をつくっていくと。

そういう姿勢のお話を聞きたかったので。３年間の中で、できるだけ前倒しでやると。

それ一つお話ししておきます。 

      あと、先ほど復興課長の方から、１，４００世帯で１種、２種、これ表裏一体のもの

だと。これからの集団移転の防災移転事業のやつと。それで、実際に９００戸……、５
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００戸程度があれで、また、４５０戸が集団移転の考え方になっているのですけれども、

これ全体で９５０戸なんですけれども、あと残りをどういう形で考えていくのか。現時

点の考え方でいいですからお尋ねします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。これも、これまでご質問いただいた中でも若干触れさせていただきま

したけれども、町としては、宮城病院を含めた三つのエリアに、極力将来のまちづくり

を見据えた中での移転を誘導していきたいというふうなものが基本でございます。その

ほかにも、自分で町内に土地を見つけてというふうな方もいらっしゃいますし、あるい

は民活での住宅団地的なものとか、あるいはアパート的なものとか、こういうふうに予

定される部分もあるでしょうから、そういうふうなものとの機能分担も想定しながらと

いうことになろうかと思います。いずれにしても、意向調査を踏まえた中で、三つのエ

リアを中心として整備を進めていければというふうに思っております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。復興課長にお尋ねします。 

      １，４００世帯の移転を対象としていると。その中で、今具体に、実際には住宅建設

で４５０、災害公営住宅で５００程度があると。何回かお話は聞いているんですけれど

も、実際にそれを事業化してやるということだと思うのですけれども、これから面談の

中で、１，４００対象で面談するという形になると思うのですけれども、それでふえる

可能性もありますよね。そのときに、どういう形で考えていくのかというお話をしてい

るんですけれども、ちょっと復興課長の方。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。先ほどの４５０戸、それから５００戸というようなことな

んですけれども、対象世帯１，４００戸に対してなんですが、そのときのアンケート結

果の中では、町内に対して自分で土地なり探して住まわれるというような方もいらっし

ゃいます。それから、あと、もとの場所で、流失した家屋以外は補修をして住まわれる

とおっしゃる方も当時のアンケートではいらっしゃいました。ただ、１１月等の説明会

の中では、先ほど別のところでご説明申し上げましたが、要は建物を新しく建てて住む

というプランニング的なものをお示しした際に、ちょっとこれでは、自分でなかなかす

べてやることができないというようなことをお考えになられている方もいらっしゃる部

分も出てきているというのも、何となくなんですけれども、そういったお話もお伺いし

ました。 

      そういったことで、今回１月の際に面談で聞き取りした際には、恐らく災害公営住宅

ですとか防災集団移転事業、要は町が用意しました宅地の方に移転するというような方

が、若干ふえるような見込みになるのではなかろうかというようなことは、ある程度予

想しているところでございます。そういった部分につきましては、これから宅地開発を

する面的エリアの中に、その分の居住地の土地の確保をできるように、ゾーニングを再

度見直すといいますか、ある程度そういった土地を確保できるようなプランニングがで

きるようなことを視野に入れながら、検討してまいりたいというふうに考えております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今のお話を聞くと、これから面談なりいろいろ皆さんの考え方を聞き

ながら、面的な整備をふやしていく考えもあると。そういうとらえ方をして今お話を聞

きましたので、そういうことで。 

      あと、集団移転事業の関係で、実際に先ほど来、一般質問の議論の中でも同僚議員が

お話ししたのですけれども、例えば集団移転事業の面的整備、それについてはインフラ

整備も含めて国で１００パーセント見てくれると。そういう形だと思うのですけれども、
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用地取得とかいろいろ造成も含めて、具体的に工事金額が出るということなんですけれ

ども、例えばそれを分譲するときにどういう形で……、先ほど同僚議員のお話の中でも

１坪お幾らという形で出てきましたけれども、国のそういった事業とあと用地買収、そ

れがどういう形で価格として出てくるのか。実際に町で売買する場合に。お尋ねします。 

震災復興推進課長（鈴木光晴君）はい。今回、国の方の制度を特例的に、防災集団移転事業の飛び

地の先の方の造成費につきましては、限度額というのが撤廃されまして、造成費に対し

ましては１００パーセント満額補助でできるというふうなことでお伺いしております。 

      それから、そこの土地を求められる方に対しましては、現在のところ、近隣価格と同

等程度の土地単価でもって買収できるというふうなことでお聞きしております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。あと移転場所の考え方ですけれども、今お話を聞いた中で、町で３か

所、４か所を今具体に考えていると。それで、ある程度集団で移転したいという人たち

にも、その事業の考え方でついていけると。そういう形で、箇所数で、今町長がコンパ

クトなまちづくりで、ある程度市街地を形成するという形からちょっと外れていくよう

な形にもなりはしないかと心配しているんですが、その辺についての考え方についてお

尋ねします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。この図でお示ししている拠点ですね、これは中心でございますけれど

も、例えば笠野の皆さんとか新浜の皆さんが、特にイチゴ農家の方々がこの辺にという

ふうなご希望される場所も幾つかあるわけでございますので、そこの地区については極

力ご要望に沿えるような形を、柔軟な形で受け止めなくてならないなというふうに思っ

ているところでございます。 

      ただ、これまでの住民説明会でもお話ししてきたんですけれども、せっかく集団移転

として国の制度を受けても、近い将来にそこのコミュニティの維持・形成が難しいよう

な状況になるというふうなことでは、せっかくの集団移転なりまちづくりも生きてきま

せんので、その辺も念頭に入れると、おおむね５０戸ぐらいの世帯に集まっていただけ

るとありがたいのかなというふうなお話をさせていただいたところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。それでは、３点目の農業、漁業の再生についてお伺いします。 

      これについては、具体的に、いろいろ実際に、これからの復興計画の中の行動計画の

中で出されておりますけれども、具体的にまだ多分予算の積み上げがなされていないと

いう事業もたくさんあると思うのですけれども、その辺のこれからの対応について町長

にお聞きします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。確かに農業分野、漁業分野ですね、すべてが整理されているわけでは

ございませんけれども、まず手順よくというふうなことが求められているように思いま

すので、当面はこの復旧事業を優先しつつ、将来に向けての基盤整備的なものも時間を

かけながら進んでいかなくてないなというふうに思っていますし、あわせて可能なもの

は先導的に取り組んでもらえればありがたいと。特に岩佐議員も、みずから率先垂範で

やっておられる「仙台いちご」なんかも、その――に思いますので、復興を牽引するよ

うな先導的な取り組み、こういうふうなものも大いに期待をし、また、町としてもそう

いうような思いに対してご支援を申し上げていきたいというふうに考えてございます。 

      もう尐し一次産業全体の復興・復旧、これについてもう尐し時間をおかりする中で、

改めてご説明しなくてないだろうというふうに思いますけれども、現段階ではそういう

中で取り組んでいる状況にあるというふうなことでございます。 
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１０番（岩佐 隆君）はい。本町の農業については、水稲とイチゴ、あるいはイチジク、パプリカ

等、これらについては答弁していただいているとおりなんですけれども、なかなか水田

の復旧にしても、施設なりの部分で大きな金額をかけても、実際にあと区画整備をして

もつくる人がいないと。そういう状況になりはしないかと。そちらが一番心配している

わけですから、これからは経営体の育成も含めて、きちっと今回の復興計画の中に載っ

ているようですけれども、支援をしていくと。そういう必要性があると思いますので、

その辺について町長の意見。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今ご指摘のような仕事を尐しでもスムーズに進めなくてないというふ

うなことで、過般、亘理町、そしてＪＡ、土地改良で、新しい法人格を持つ農業公社で

すね、これなども立ち上げまして、土地の集積・流動化というふうなものにも今取り組

みつつございます。そういう中で、農家の皆さんのこれを機会とした農業再生への意向

ですね、これを確認しつつ、きのうもお話しさせていただきましたけれども、圃場の大

規模化なりに取り組んでまいりいし、イチゴであれば団地化ですね、こういうふうなも

のも取り組んでいきたいというふうに考えてございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今イチゴ団地化のお話が出ましたので。イチゴの関係でいうと、担当

課の方で一生懸命４か所の４団地、これを考えていくと。ただ、一番難しいのは、土地

をどうやった形で集約して団地化を図るか。底地の問題もありますので、これからはそ

ういった部分で、町なりあるいはＪＡなり、あるいは公社の中でどういう形を考えれば

一番進んでいくのか。早期復興に向けては、土地の確保、そこにどういう形で団地をつ

くって、この東日本交付金事業で具体的に施設を建てながら農業経営をやっていくのか、

そういったことをきちっとお示ししながら、農業者の皆さんにわかっていただいて進め

ていく必要性があると思っています。 

      特に予算の関係でも、同僚議員の質問に、２０パーセントを自己資金とするくらいに、

８０パーセントを全体の町・県・国で考えるような形でというお話なので、非常に私も

安心している部分がありますけれども、ただ、これからそれが可能なのかどうか、それ

が一番不安材料なので、この３年間はそういう形でいくんだよとか、１年だけなんだよ

という形の考え方なのかどうか、その辺についてお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。現段階でどこまでの見通しを持っているかということなんですが、こ

れはまだ精査する必要があるだろうというふうに思います。まずは、意欲的に取り組ん

でいただける方を、これをまず優先的にご支援を申し上げていきたいというふうなこと

でございます。 

      それから、ちょっと訂正させていただきます。先ほど新しい農業公社の設立の関係で

お話しさせていただきました。今、設立に向けて準備中でございますので、よろしくお

願いいたします。 

１０番（岩佐 隆君）はい。特にイチゴの部分については、きょう町長の趣旨説明で１ページの８

行も書いてありますので、それだけ決意があると。そういう思いをしているところなの

で、来年１団地でも早く造成できるような形で、そしていち早く復興できるような、そ

ういった見通しをつけていただくようにしないとうまくないと思いますので、その辺の

必要性わかっていると思いますので、考えていただくように。 

      あと、引き続き漁業の関係にいきます。 

      漁業の関係で、拠点整備の関係で、県で山元を外したと。そういう形で、復旧だけの
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これから事業体系になるのかなと思うのですけれども、その影響はどうなのか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。今回の県の拠点化の構想と私どもの漁港のかかわり、位置づけという

ことですが、基本的に現況復旧の今対応をしておりますし、事務所なり水揚げ場なり従

来の機能が維持できるような方向性でございますので、特にハード面での整備というこ

とについては問題ないのでないのかなと。むしろ船の確保が急がれるのかなというふう

に思ってございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。くしくも今町長がおっしゃったように、この復興計画の中には船の取

得関係の事業がまだ、事業メニューはあっても、実際にまだ予算の積み上げがなってい

ないという形なんですけれども、それについては、具体的にこれから国の第３次補正予

算を見ながら考えていくということなのかどうか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。船の確保につきましては、我が町に限らず沿岸自治体の漁業関係者、

相当な船が被害を受けておりまして、絶対数の確保が今急がれているところでございま

して、県漁協の方では、新しい船を確保するための組織をつくって、それに当たってい

るというふうな状況がございますので、一義的にはそちらの方の対応に委ねる形をとっ

ていきたいなというふうに思っているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。次に、４点目に移ります。 

      ４点目につきましては、町長が先ほどの答弁の中で、具体的に災害に強く安心して暮

らせるまちづくり、安心して住める町、それを主眼に置いて全体の計画をつくっている

んだと。そういうお話だったのですけれども、いろいろ今回の議論の中で、防潮堤の高

さ、あるいは１線堤、２線堤の問題、いろいろ具体的に今回の復興計画の中で盛り込ま

れてはおるんですけれども、ただ、きちっともう尐し町としての考え方で３線堤──３

線堤と言っていいかどうかわからないですけれども、きちっと減災できるような形の考

え方を町として持っていくという方向なんですけれども、ただ、私は、今住んでいる人

たちもいるので、実際に２種なり１種の中でも住もうとしている人はいるので、その人

たちのことを考えると、町として減災する考え方をこの事業の中で、もう一つあるいは

二つ考えていく必要があるのかなと思うのですけれども。 

      ただ、時期的な部分で、緑地帯の部分でも期限的に長いですよね。計画から実際にや

る。先ほど同僚議員から防潮堤のお話も出ましたけれども、５年。その中で、実際戻っ

て住んでいる人たちもいるということなので、そういう安全を考えたときに、もう尐し

いち早くできるような町としての対策が、具体に今回の予算の中でできないのかどうか。

あるいはやるつもりはあるのかどうか、町長にお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。基本的には、先ほど青田議員さんともお話しさせていただいたように、

本堤防のいち早い復旧、これが基本だろうというふうに思います。どうしても我が町の

幅の狭いエリアで２線堤、３線堤というのは、考え方としては私ども理解するんですけ

れども、その効果というのはなかなか厳しい状況もこれまでのシミュレーションで出て

おりますので、まず当面は防潮堤を最優先に、尐しでも早い完成に向けて力を合わせな

がら取り組ませていただきたいなというふうに思っております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。ただ、津波シミュレーションの中でも、防潮堤だけでは減災ができな

いということなので、付随して自分たちが事業としてできること。防潮堤はあくまでも

国ですから、国の考え方が前提の市町村なり前提の地域、それを見据えた多分高さを設

定した感はあるのです。ですから、それを山元町自体で変えられるものかどうか。それ
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は、町長の努力次第だと思うのですけれども、私はなかなか難しいのではないかと。そ

れであれば、今回の復興計画の中で、具体にできるような形を国に応援してもらいなが

らやっていければ、私は全体の減災、先ほど１種、２種のお話もございましたけれども、

具体にそういった部分が可能であれば３線堤、それを早くつくっていくとか。そういう

ことで、安心・安全のそういった部分での対応が可能なのかどうか。具体的には、防潮

堤が一番だと町長がおっしゃるような考え方はあるんですけれども、あとのほかの部分

の減災について、もう尐し町として考えるべきでないかと思うのですけれども、その辺、

町長にお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。３線堤というふうな意味合いで若干補足させていただければ、熱心に

今回のまちづくりに関してご意見を寄せていただいている方からは、ある場所にこんな

３線堤などもどうだというふうなご提案もいただいております。なるほどなというふう

に思った面もございます。そういうふうな部分については、可能な限り耳を傾けながら

その実現に当たっていきたいというふうに思いますし、住民説明会等でも私言っている

とおり南北のラインだけによる防御、多重防御でなくて、東西方向のいわゆる避難道路

も有効に、防御機能が尐しでも果たせるようないわゆる縦横の防御、これにも意を用い

ていかなくてないだろうというふうには思っているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今ハード面のお話をしたんですけれども、ソフト面のお話で、具体に

今回の災害の原因や被害の検証はなさったのかどうかお願いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。年度の要所要所といいますか、途中で多尐の人事異動もあったわけで

ございますけれども、そういう中で６月に、安全対策班の班長を総務班長の兼任を解い

て専任体制にしたというふうな中で、震災復興計画の策定とともに、今回の教訓を踏ま

えた安心・安全なまちづくり、新たな防災計画というふうなものにも、尐しずつでござ

いますけれども今取り組みつつあると。 

      そういう中で、私としても民間保育所での問題等々が現にございますので、一定の今

回の反省、あるいは教訓を生かした防災計画というふうなことについては、まず当面の

対応できるところかというふうなことで考えている部分はございます。ただ、本格的に

は、これからしかるべき例えば防災会議とかを立ち上げて、そこの中で大きな意見をち

ょうだいして計画をしていく中で、本格的な防災対策をつくっていきたいというふうに

考えてございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。町長が先ほどお話しして、安心・安全まちづくりが優先して、それで

まちづくりを進めるということであれば、本当に今回の災害の被害の検証あるいは原因、

それをきちっと把握した中で、安全対策あるいは安全への今回復興計画への盛り込み、

私はそういう形で必要だったと思うのです。それがなされていないという形になります

と、例えば防災計画なりあるいはハザードマップ、それを具体的につくるときにどうな

のかちょっと心配な面があると。ただ、早急に検証しながらやるべきだと思いますので、

町長にお尋ねします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。済みません、先ほどちょっと舌足らずな部分がございました。そうい

う総務課の安全対策班長の専任体制を敷く中で、いち早くといいますか、庁内に、今回

の復興を踏まえた問題点なり今後の改善点を集約するようにというふうな作業を今進め

ているところでございますので、そういうふうなプロセスを経て、今後、本格的に大き

な意味での防災計画の修正とか具体のソフト面での対応、先ほどご紹介した大津波を想
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定した防災訓練の導入とか、あるいは今の防災無線にかわる新たな通信手段の整備とい

うふうなことにも取り組んでいきたいというふうなことでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。実際に今やられておるということですので、途中でもいいですから、

もし担当の方でわかるのであれば、今回の災害の原因、あるいは被害の検証、あるいは

問題点、お出ししていただけないかな。まだまとまっていないというのでは構わないで

すけれども、まとまっていたのであれば。 

総務課長（島田忠哉君）はい、議長。現在、正直なところまとまっているわけではなくて、検証過

程にあるというふうなことでございます。ただ、現段階において、被害が拡大したとい

うふうなことの大きな理由の一つに、まず、今までの津波に対する過去の実績であった

り、県から示された津波シミュレーション、こういったものを過信していたというふう

なことが一つの大きな問題でなかったろうかというふうに考えております。したがいま

して、住民の意識の改革というふうなものをまず第１番目に考えながら、そして具体の

見直しを進めていく中で、安全・安心を担保するような形の防災計画に持っていきたい

ものだということで、現在検討しているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。十分な災害の原因や被害の検証をして、それで、今回の復興計画の安

全対策、それらに結びつけさせるように、早急にそういった部分の検証をしていただく

と。そういうことで町長にご指示をいただければなと。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。そういうふうな思いでこれまでも取り組んできたつもりでございます

し、今後もそういうことで、大きな課題の一つとして位置づけて取り組んでまいりたい

というふうに思います。 

１０番（岩佐 隆君）はい。それでは、大綱２件目の関係で、ちょっと時間もないので２点目に入

ります。 

      ２点目、大分２３年度の落札率が、具体的に４．４ポイント前年度から上がっている

という状況でございます。これについては、どういうふうなご認識をお持ちか、町長に

お伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。そうですね、大きな被害を受けた中で、復旧事業で人手の確保、ある

いは資材の調達というふうな点でなかなか厳しい側面があって、それがこういう結果に

結びついているのではないかなというふうに推察されるところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今、答弁だったのか答弁でなかったのか、ちょっとわからないような

感じだけれども。 

      あと、それで、実際に２３年度のやつで、このプロポーザル方式のやつが実際に落札

率から外れているということでございますけれども、実際に工事発注の原則として最尐

の経費で最大の効果を上げると。それは、もう私が言うまでもないものでございますけ

れども、このプロポーザル方式のやつで仮設住宅の中山と東田、これについては今まで

も議論があって、そして町発注でやったと思うのですけれども、通常プロポーザルだと

グレードも、県の発注よりもグレードの高いものにするということで考えて、経費的に

も実際にプロポーザルですから随契という形になると思うのですけれども、そういう形

でやられたと思うのですけれども、その後実際にやってみても、技術的な面とか、ある

いは実行しての町民からのそういった声なんかは、それが実際にあると思うのですけれ

ども、町長からその件についてお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。仮設住宅のプロポーザル方式の導入ということですが、前にも述べさ
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せてもらったように、途中からどうしても町が取り組まざるを得ないような状況になっ

たと。既に県の方で施行した仮設の部屋のタイプが一貫して確保できないというふうな

状況、それを解消すべく町として取り組んだわけでございますけれども、短期間で、発

注から完成まで１か月以内というふうな中で、かつて経験したことのないボリュームの

ものをやるというのが極めて難しい状況だったかなというふうな思いはします。 

      そして、プロポーザル方式そのものは、先行していた県施行の分の方式によるところ

の部屋の間取りなり部屋の配置という点を、尐しでも入居される方々の希望に沿ったも

のにしたいと。例えばバリアフリーなんかは典型的なものでございますし、あるいは大

人数の家族の方に、できるだけ一たん屋外に出ない形で、隣り合わせでお入りいただく

というそういう部屋の配置ですね、これなどをやる意味ではこの方式はよかったのかな

というふうに思いますけれども、具体の場面ではいろいろ仕上げの関係もあったのでし

ょうか、あるいは一定の技術者の確保というふうな点で難しい側面もあって、スムーズ

な施行工事にならなかった部分、残念な部分もあったということで、一長一短があった

のかなというふうに総括をしているところでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今の件で町で発注したということは、町の管理状況とか、あと、今答

弁漏れで、町民の声がどういう形で届いているのか、ちょっと２点追加でお願いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。済みません、町民の声というのは、プロポーザル方式に対する町民の

声ということでしょうか。（「いや、２か所、中山と東田をつくって、それでその評価で

すよね。そこの中でいろいろ……」の声あり） 

      済みません、このプロポーザル方式によって、一つは木造、一つは従来のプレハブ方

式による仮設と。そういうふうな材質による違いなどでの反応、ご意見というふうなも

のが一つあるのかなというふうな気がいたします。 

      私も含めて中山地区については、木造のスタイルについては、比較的好評な点が聞か

れるのかなというふうな気がいたします。もう一件の部分については、従来型のプレハ

ブということでございます。ただ、先ほども触れたように、その施工過程でいろいろ不

都合な部分がありまして、ちょっと手戻りがあったということで、入居予定者の方々に

大変ご迷惑をおかけする場面がありまして、そういうふうな部分での声はございました

ということでございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。プロポーザルで発注したんですから、利用者から、被災者が入るとい

うことなので、十分な配慮が管理上も必要だったと思いますので、これからそういう形

で施行あるいは町発注の事業でやるときは、十分な管理なりあるいは施工状況の確認を

きちっとやるべきだと思いますので、それをお話をしておきます。 

      次に、今回の事故繰越の関係ですけれども、事故繰越の関係でいろいろ出していただ

いたやつで、特に道路維持管理事業で道路新設改良の部分で、これまだ終わっていない

部分があると、そういうお話ですけれども、今後本当に年度内で終わるのかどうか確認

します。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。２２年度の道路改良工事の中で、本来であれば３月末で工事完了予定

でございましたけれども、ご案内のとおり３月１１日に震災を受けてしまう中で事故繰

越となったものでございます。 

      今回のケースであれば、いわゆる震災までの３月１１日までの出来高に合わせて一た

ん支払いを行うべきでございましたけれども、ご案内のようにその後の未曾有の応急復
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旧、災害対応というふうなことで、担当課の職員がそちらの事務に忙殺されてしまった

部分がありまして、その後の事務処理がスムーズさに欠けていた部分がございました。

このケースにつきましては、改めて年内に出来高払いを行った上で、年度内の完成を目

指して鋭意取り組んでまいりたいと、そんなふうに考えているところでございますので、

ご理解のほどをよろしくお願い申し上げます。 

１０番（岩佐 隆君）それでは、大綱３件の部分に移りたいと思います。 

      災害廃棄物の処理について。これについて、今回の町長の趣旨説明と先ほど町長から

答弁した部分と、ちょっと一次仮置き場の関係で違っているのですけれども、これはど

っちが正しいのかお伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。済みません、ちょっと具体に。（「時間あれだから、もったいないから。

仮置き場の箇所数の関係ですけれども。とめろ」の声あり） 

      提案理由の中で、町内の一次仮置き場を７か所にという部分のご指摘でしょうか。（「は

い」の声あり） 

      ちょっと休憩お願いいたします。 

                                            

議 長（阿部 均君）暫時休憩します。 

午後５時３７分 休 憩 

                                            

午後５時４５分 再 開 

議 長（阿部 均君）再開します。休憩前に引き続き会議を開きます。 

                                            

議 長（阿部 均君）町長齋藤俊夫君、答弁願います。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。先ほど一次仮置き場の箇所数の関係で、岩佐議員にお答えした部分で

３か所というふうにあれしたんですが、提案理由の説明の中で７か所というふうに記載

させていただいた部分がございます。提案理由の方の７か所は間違いでございまして、

３か所でございますので、提案理由の箇所を３か所と訂正させていただきたいというふ

うに思います。町内の一次仮置き場３か所でございます。よろしくお願いします。 

１０番（岩佐 隆君）はい。今３か所と確認しました。３か所の一次仮置き場、そして２１か所の

緊急仮置き場ですか、それで今までやってきたと。それを一元化する場所が、施設的に

１２．６の用地にこれから県発注で……、発注されたんですけれども、発注されて、そ

こで瓦れき処理をやるという形なんですけれども、実際に一次仮置き場の緊急仮置き場

の地主に了解とっていたのかどうか。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。被災直後の混乱した中では、緊急仮置き場については災害対策基本法

の関係もございまして、緊急避難的に使わせていただいた部分がございますが、使う過

程で順次一次仮置き場等の確保については、地権者の方とも連絡をとりながら進めてき

た経緯がございます。その具体の状況については、担当課長の方から補足説明をさせて

いただきたいというふうに思います。 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）はい。ただいま町長お話ししたとおり、自衛隊の捜索活動の中で当

初は道路確保というふうな部分がありまして、そういった段階でどうしてもこの瓦れき

を置く場所が緊急に必要だといようなことがありまして、当時、電話等で連絡をとりな

がら、その場所の所有者に了解を得て緊急の仮置き場というような形でやったというこ
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とで聞いております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。課長、それ課長かわったからわからないと思うのですけれども、実際

に本当にちゃんと全部借り入れしているのかどうか、もう一回確認します。２１か所。 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）はい。了解をもらって借りているものと思っております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。それは、契約書も含めて電話でちゃんと全部確認したということだね。

２１か所。それは間違いないね。 

町民生活課長（佐藤澄三郎君）はい。緊急仮置き場の部分については、貸借の契約は行っておりま

せんが、電話等で了解をもらっているというふうに聞いております。 

１０番（岩佐 隆君）はい。私が聞く範囲では、何件か連絡もらわないという人がいましたので、

それはお話ししておきます。何でかといいますと、緊急仮置き場の関係で、最初に緊急

的な部分で何でもかんでも瓦れきを集めていったと。通常だといろいろな形で、有害物

質の関係で分別しながらやるという形だったんですけれども、そこに底地に残るという

部分があるので、きちっと了解なり契約をとらなくてだめだと私は思うわけでございま

す。それについてはいいですけれども。 

      ただ、今度一次仮置き場の関係で、今度３次補正の中で、仮置き場の賃貸料金を支払

うことができるような形になっておるというようなお話も聞いているんですけれども、

あと業者がこれから例えば民間の道路を借りるときの使用料、そういったものも含めて

支払うという形の考え方があるようですけれども、それについてはどうなのか、町長お

伺いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。確かに、制度的にはご指摘のとおりでございます。ただ、被災の過程

の中で、ご理解を賜らなくてならない部分があるというふうに思うわけでございます。 

  まず、瓦れきが一面にうず高く積まれておった。そして、また水がはけないような状

況の中で、相当数の行方不明者がおりました。これは、４月上旪ごろの段階では、あの

段階では３００名ぐらいの方がいらっしゃったということで、その捜索活動を最優先に

せざるを得なかった中で、あの大量の瓦れきをどうしてもしかるべき場所に集めなくて

ないと。そういう作業を通じての時間がずっと過ぎてきたという部分がございます。そ

ういう中で、地権者の方にもその後、後づけになりましたけれども事情説明をし、ご理

解を得つつ進めてきたところでございます。 

      それと、もう一方で、いち早く仮設住宅の用地確保、これについても私もみずから７

０か所ほど候補地を物色する中で、本当にありがたいことにそれぞれ地権者の方のご理

解を得て、こういう困った状況にあるので無償で使ってほしいと、それで結構だという

ふうなお話をちょうだいして、仮設の用地、そして廃棄物の処理場、仮置き場、これに

ついても、これまで無償という形でご了解なり、あるいは契約を結んできた経緯がござ

います。 

      落ちつく過程で、私自身もいろいろな土地の利用形態、使用形態がある中で、どうい

うふうにバランスといいますか処理をしていけばいいのかなというふうなことで、課長

会議でも問題提起をしながら今その取り扱いを検討しているところでございますので、

もう尐しその処理についての方針の整理を、お時間をちょうだいして整理をさせていた

だきたいというふうに思ってございます。 

１０番（岩佐 隆君）はい。まだ、その部分についての結論がなかなか出ていないということなん

でしょうけれども、ただ、一次仮置き場の関係も実際には３か所、さっき言ったように
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緊急仮置き場の関係２１か所、そして今度二次置き場で一元処理すると。その部分で、

民地を道路として使うと。それについての補償も考えているということなので、そうす

ると全然違った形になるのではないかと。それで、これから、今までの緊急的な部分に

ついて精査しながらきちっと考えるべき時期に来ているのではないかと。そういうこと

で、町長に考え方をお伺いしているわけなので、ご答弁をお願いします。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。おっしゃるとおりでございまして、被災の時間的な経過とともに、尐

しずつ町全体が落ちつきつつあるわけでございます。復旧事業なども、ご指摘のような

瓦れきの部分、あるいは防潮堤とか、あるいは県道とかいろいろな場面で作業が始まっ

てきております。そういう中で、仮設道路の借地の問題等々が出ているのも事実でござ

いますので、そういうところとの兼ね合いを十分勘案しながら、早目にこの借地料、土

地の問題について方針を出していきたいというふうに思いますので、よろしくお願いい

たします。 

１０番（岩佐 隆君）はい。二次仮置き場の関係で、地元の活用、地元の雇用という形の考え方で、

答弁でもいただいたんですけれども、多分、県と企業との契約では４０パーセントの金

額を地元に還元すると。そういうような要綱があるようですけれども、それについて町

長が具体的に企業側にお話をすると。 

町 長（齋藤俊夫君）はい。受注業者、担当してくださる事業者の方から、こういう形で県からの

仕事を受注しましたというふうな説明を受けております。そういう中で、これもプロポ

ーザル方式でございますけれども、そこの考えの中にお尋ねにあった部分、そういうふ

うな考えで対応をする予定だというふうな説明をちょうだいしたところでございますの

で、その履行についてきちんと町も進行管理をしていかなくてならないだろうというふ

うに思ってございます。 

議 長（阿部 均君）総務課長から修正の申し出がありますので、発言を許します。 

     総務課長島田忠哉君。 

総務課長（島田忠哉君）はい、議長。先ほど、岩佐議員の災害に強く安心して暮らせるまちづくり

対策に関する質問での私の答弁の中で、舌足らずなゆえに誤解を生む表現がございまし

たので、訂正をさせていただきたくお願いを申し上げます。 

     先ほど、「県から示された津波シミュレーションを過信」という表現をしてございました

けれども、正確には「宮城県沖地震を想定する中での津波シミュレーションに基づくハザ

ードマップ」、これに示された浸水区域ですか、こういった部分のことを意図したわけでご

ざいますが、舌足らずでありましたので、こういう意図であったということをお話し申し

上げ、訂正をさせていただきたく、よろしくお願いを申し上げます。 

議 長（阿部 均君）１０番岩佐 隆君の質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）これで一般質問を終わります。 

                                            

議 長（阿部 均君）以上で本日の議事日程はすべて終了しました。 

      本日はこれで散会します。次の会議は１２月２０日午前１０時開議であります。 

      皆さん、大変ご苦労さまでございました。 

午後５時５９分 散 会 

  


